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平成２８年第７回府中町議会定例会 

会 議 録（第３号） 

 

１．開 会 年 月 日     平成２８年１２月 ９日（金） 

２．招 集 の 場 所     府中町議会議事堂 

３．開 議 年 月 日     平成２８年１２月１３日（火） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

４．出席議員（１８名） 

   議長  中 村 武 弘 君    副議長  益 田 芳 子 君 

   １番  岩 竹 博 明 君     ２番  木 田 圭 司 君 

   ３番  橋 井   肇 君     ４番  梶 川 三樹夫 君 

   ５番  繁 政 秀 子 君     ６番  山 口 晃 司 君 

   ７番  二 見 伸 吾 君     ８番  上 原   貢 君 

  １０番  児 玉 利 典 君    １１番  林     拡 君 

  １２番  西   友 幸 君    １３君  中 村   勤 君 

  １４番  西 山   優 君    １５番  加 島 久 行 君 

  １７番  小 菅 巻 子 君    １８番  力 山   彰 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

５．欠席議員（０名） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

６．付議事件 

  １ 会議録署名議員の指名 

  ２ 一般質問 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

７．説明のため会議に出席した者 

      町 長   佐 藤 信 治 君 

      副 町 長   岡 野 浩 子 君 

      教 育 長   高 杉 良 知 君 

      企 画 財 政 部 長   高 石 寛 智 君 

      地 方 創 生 担 当 部 長   地 下   調 君 
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      総 務 部 長   寺 尾 光 司 君 

      福 祉 保 健 部 長   立 石 佳 之 君 

      生 活 環 境 部 長   坂 本 雅 司 君 

      建 設 部 長   梶 川 幸 正 君 

      向洋駅周辺区画整理事務所長   脇 本 哲 也 君 

      教 育 部 長   金 藤 賢 二 君 

      消 防 長   中 川 和 幸 君 

      保 健 福 祉 部 次 長   山 西 仁 子 君 

      生 活 環 境 部 次 長   金 光 一 隆 君 

      財 政 課 長   増 田 康 洋 君 

      総 務 課 長   新 見 公 平 君 

      高 齢 介 護 課 長   森     太 君 

      環 境 課 長   屋 敷   学 君 

      町 民 生 活 課 主 幹   倉 﨑 誠一郎 君 

      監 理 課 長   池 口 豊 記 君 

      都 市 整 備 課 長   岡 村 紀 行 君 

      建 築 課 長   川 口 正 幸 君 

      学 校 教 育 課 長   中 坊 京 子 君 

      社 会 教 育 課 主 幹   沢 元 保 夫 君 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

８．職務のため会議に出席した者 

      議 会 事 務 局 長   花 田 智 史 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

９．議事の内容 

（開議 午前９時３０分） 

○議長（中村武弘君） 皆さん、おはようございます。ただいまの出席議員は１８名で

定足数に達しておりますので、議会は成立いたしております。よって、平成２８年第

７回府中町議会定例会第３日目の会議を開きます。 

  本日の議事日程でございますが、お手元に配付いたしております日程で会議を進め
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てまいりたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村武弘君） 御異議なしと認めます。よって、議事日程のとおり会議を進め

ることと決定いたしました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村武弘君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日は１１番林議員、１２番西議員を指名いたします。よろしくお願いいたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村武弘君） 日程第２、一般質問を議題に供します。 

  本日は厚生関係の質問から行います。 

  厚生関係、第１項、土砂災害特別警戒区域の対策を早急に、について、１８番力山

議員の質問を行います。 

  １８番力山議員。 

○１８番（力山 彰） 皆さん、おはようございます。土砂災害特別警戒区域の対策を

早急に、について質問させていただきます。 

  平成２６年８月に広島市で発生した大規模土砂災害を受け、広島県が土砂災害防止

法に基づき実施した府中町北小学校区の基礎調査の結果が、平成２８年１１月１７日

に公表されました。公表されたマップは、平成２６年８月に広島市の土砂災害発生時

に降った雨量をもとに算出されたもので、土石流による土砂災害特別警戒区域は

１１カ所、急傾斜地による土砂災害特別警戒区域は１６カ所もあり、一旦災害が発生

すれば、人命・財産に甚大な被害が発生することが予想されます。 

  今回の広島県の調査結果公表を受け、被害を極力少なくするために、ハード面、ソ

フト面でどのような対策を考えておられるのか、町の考えを伺います。よろしくお願

いします。 

○議長（中村武弘君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（坂本雅司君） おはようございます。生活環境部長です。１８番力山

議員の土砂災害特別警戒区域の対策を早急にということで御答弁させていただきます。 

  まず、この質問につきましては、一部建設部、総務部の所管となるものがあります

が、一括して生活環境部で御答弁させていただきます。 



- 4 - 

  御質問の広島県の調査結果公表を受け、被害を極力少なくするために、ハード面、

ソフト面でどのような対策を考えておられるか、でございますが、先にソフト面につ

いて御回答をさせていただきます。 

  土砂災害警戒区域等に対するソフト面の対策については、現在３つの対策を考えて

おります。 

  １つ目は、住宅対策でございます。第４次総合計画の実施５カ年計画に計上してお

りますが、平成２９年度から新規事業として、土砂災害対策のため、崖地近接等危険

住宅移転事業と建築物土砂災害改修促進事業を実施すべく、現在、制度設計をしてい

るところでございます。 

  崖地近接等危険住宅移転事業は、指定時に土砂災害特別警戒区域内に既に建ってい

る住宅が崖地の崩壊等による住宅の購入のための借入金利子に対して補助を行うもの

でございます。建築物土砂災害改修促進事業は、土砂災害特別警戒区域内の住宅につ

いて、土砂災害対策のための外壁改修、または塀の設置等を行う費用に対して補助を

行うものでございます。 

  ２つ目は、警戒避難対策でございます。今回の北小学校区の基礎調査結果により、

土砂災害特別警戒区域等に特化した避難対策が必要になります。平成２６年４月に配

布しております府中町総合防災マップの変更を行います。変更する過程の中で、ワー

クショップを開催し、地域住民の皆様に参加いただき地域の意見を踏まえ、崖崩れ危

険箇所や道路の段差、増水時に道路との境界が見えない水路等の調査を行い、避難経

路、避難場所などを新たに設定したいと考えております。 

  ３つ目は、固定資産税の軽減対策です。固定資産税の減価措置については、このた

びの公表を受け、評価に関する補正を広島県内１１市の減価補正率を参考に、平成

３０年の評価替えに間に合うように準備を進めていきたいと思っています。指定が

２９年１月１日の課税基準日以降になると思われますので、一番早いタイミングでも

３０年でありますので、御了知いただきたいというふうに思います。 

  以上がソフト面の対策でございます。 

  次に、ハード面の対策ですが、主として急傾斜地対策と土石流対策があります。 

  急傾斜地対策として、急傾斜地崩壊対策事業により、急傾斜地の崩壊を防ぐための

整備を実施しております。この事業は、県が実施する事業、国費補助でございますが、

と、町が実施する事業、県費補助があり、町や要望者の負担も必要となるのですが、
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採択基準を満たせば、国や県の補助金を充てて事業を行うことができます。町内では

これまでに国の補助事業については２カ所で、平成２年に正観寺、平成１２年に龍仙

寺の事業を実施しております。県補助につきましては４カ所で、平成２０年、青崎中、

平成２１年、石井城一丁目、平成２２年、清水ケ丘、平成２４年には青崎東で事業を

実施しております。 

  次に、土石流対策として、土石流を防ぐため、砂防事業による砂防ダムの整備や治

山事業による治山ダムの整備がございます。いずれも国や県が実施する事業です。町

といたしましては、地元住民さんとの調整の上、広島県等と協議して整備促進に努め

てまいりたいと考えております。 

  以上、ハード面の対策でございます。 

  最後に、北小学校区土砂災害警戒区域等の指定に係る説明会ですが、土砂災害防止

法に基づく基礎調査による調査結果について、来年２月１日に府中北小学校で地元説

明会が開催をされます。土砂災害警戒区域等の指定につきましては、県から説明があ

りますが、説明会後も住民からの不安な声や疑問な点などにつきましては、町におい

て対応させていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（中村武弘君） ２回目の質問はございますか。 

  １８番力山議員。 

○１８番（力山 彰） 説明ありがとうございます。今回広島県が調査した結果が、府

中町が作成していた土砂災害マップとほぼ一致はしておるわけです。しかし、広島県

が公表したことで、改めて危険度が認識されたということでございまして、住んでる

住民は、ああ、指定していただきましたか、ありがとうございますというわけにいか

ない。これは自分の命がかかっとることなんです。まず崖崩れほうからちょっといき

ましょうか、土砂災害、急傾斜地ですね。 

  まず、今までこの防災マップに基づいて危ないところと指定されたところについて

は、町内会長さんが、ここは危ないんで、何とかしてもらえませんかということで、

再三、会長さんがかわられるごとに陳情があったかと記憶しております。そのたびに

あくまでここは住宅は民地だけども、山はやっぱり民地だということで、民地のこと

なんで、民地同士で話しして、国が何割、県が何割、そして宅地が何割、費用がかか

るけども、それを調整して申請してほしいというようなこともあったかと記憶してお
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ります。そのときに問題点となったのは、住民が住んどる方同士が話し合うのはいい

んですけども、山側、崖側、これが持ち主がわからないと、府中町に教えてください

や言うたら、個人情報保護法があって県に行って調べてほしいと、そしてそちらのほ

うと話ししてほしいというようなこともありまして、そこでまた一つ頓挫、一々調べ

に行かないとわからない、行ってもわからないというようなこともあって、結局それ

で頓挫。そして、県、府中町の助成金はあるものの、やっぱり民地にかかることなん

で、これまた費用がかかって、崖に面してるところはやりたいんだけど、そのすぐ隣

は、うちとこまで土砂来んけ、何でうちが負担せんにゃあいけんのやというようなこ

ともあって、なかなか話が住民同士もまとまらないということがあるかと思います。 

  そういったところで、崖に対しては問題点が何点かありまして、一つは、地主が特

定できないんで、進まないということ、そしてそれを自分で調べなさいと、個人情報

保護法があるんで、町は、あの方が持ってられるので、あそこへ行って話ししてくだ

さいというようなこともできないということがあります。そこら辺を今回甚大な被害

が起こり得るということがはっきり県のほうからも言われましたので、そこら辺を府

中町が特に危険と思われるところに対して、優先順位を決めないといけないかもわか

りません。かなりの箇所がありますので、一遍にはできませんので、そういった優先

順を決めて、リーダーシップを持って、ここはこの山は私のほうで調べて向こうと話

しする、住宅のほうは住宅のほうでまとめてもらえんかと、そういうような形がとれ

ないのかなと。 

  それともう一つ、大きな問題点は、山を改修するということになりますと費用がか

かるんですね。費用負担が恐らく住民側２割ぐらいになるんじゃないかと思うんです

けども、それでもかなりの負担になると。工事費が幾らになるかによって、その負担

額が全くわからないと。そういった点も、ここをもしやるんだったらば、これぐらい

の費用がかかります、個人には負担はこれぐらいですとか、そういった大きな目安、

概算を立てていただくことできないか。そして、そういったものをもって、住民と改

めて話ししていただけないかなと。そこら辺を主体をもってやっていただけないかと

いうことでございます。 

  一遍にできないと、話がまとまらなければ、一番手軽にできるようなところ、要は、

金額的に一番少なく済むようなところ、そこら辺からまず１回やってみて、それでう

まいぐあいにいけば、それを一つの手本として次の地区へ広げると、成功事例をもっ
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てさらに広げていくという、そういったやり方を今後検討していただけないかという

ことでございます。 

  なかなか崖崩れが起こると、崖崩れが起こってこの斜面からすぐそばの人は確実に

埋まるだろうけども、その隣は埋まらない、さらにもう一つ隣は埋まらないというこ

とで、だんだん意識が遠のくんですよ。実際には崖崩れが起こったらかなりの住宅に

被害が起こるんですけども、すぐ目にしないと意識が薄い。本当に自分の危険だとい

う意識にならない。したがって、すぐそばにおる人だけが金を出しゃあええじゃない

かと、何でうちが出さにゃあいけんのやというようなことになってくると、そこで頓

挫する。じゃあすぐそばの人だけが負担すればええんかと、そういうこともないんで

すが、そういった過程で話が途切れてしまって、いつの間にか立ち消えになる。危険

度だけいつまでも残るということになります。そういったことをぜひ急傾斜地につい

ては配慮していただきたい。要は、はっきりしましたんで、府中町がリーダーシップ

をとってリードしてもらえないかということでございます。 

  ２番目、土石流でございます。土石流につきましては、私もちょっと広島県のほう

にちょっと話をしました。私が実は住んどるところも今回埋まってしまうと、広島県

に話ししましたら、砂防ダムを設けてもらえないかという話をしたんですけども、こ

れはどういう回答があったかというたら、住民の請願を出してくださいと、それも、

しかも一軒一軒の判こを押した、署名一式でいいんですけど、そういった要望書を出

していただきたいと。要望書を出して、それを県に提出していただいたら、それでや

っと県は前に進むことができる。ただし、前に進むことができるというても、実際に

すぐやってもらえるかどうかというのは、また話が別なんですけどね、そういった検

討ができるということでございますので、ぜひそういったものを町がリードしていた

だいて、できるだけ早いうちにリードしていただいてお願いしたい。 

  土石流のあるところにつきましては、今後、家の増改築、そして建てかえ、売却等

いろいろとあるんですが、全部許可申請が要る。自由に売買もできない。自由に家の

改築ができない。恐らく家を改築する場合には、土砂が流れてくる側に砂防用のコン

クリート擁壁を築きなさいということになると思います。直接土砂が流れてきても、

直接家に当たらないいうものを設けてくださいというようなことになるかと思います。 

  この前、広島市の八木地区をちょっと訪問させていただきまして、あっ、何でこん

とな石垣が家の前にあるんと、コンクリートが家の前にあるんと、それは土石流が押
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し寄せてきたときに直接当たらない、これを今設けるようになってるんですというこ

とでした。そういったものをつくるにしても、今度は高さとか、幅とか、厚みとか、

いろいろと問題点が出てくると思うんです。これをやるのに必ず県かどっかで調査し

ていただいて、こんとなものを設けてくださいという話になるかと思うんですけど、

そういったものが必要である。砂防ダムがないと、いつまでたっても夜雨が降ったら、

日中は起きとるから動きやすいんですけども、夜は暗い、寝てる、状態がよく見えな

い等でなかなか避難する過程が難しいということがありますので、これは早急に急い

でお願いできないかと。 

  そして、先ほどソフト面、ハード面ということで、ソフト面についてもう一つ言わ

せていただきますと、一つは、夜寝てるとき大雨が降って、逃げてくださいとスピー

カーで放送されても、恐らく聞こえる人はほとんどいない。役場、消防署が車で放送

して回りますいうことを言われるわけですが、それ自体も聞こえない可能性がある。

したがって、今度デジタル化されますので、そのときにあわせて、例えばこまいラジ

オ的なものをそういった対象地区に一軒一軒置くことができないか、ラジオ的なもの

ですね。そして、それで呼びかける、あわせてですね、あわせて、いうようなことも

できないのかなというふうに考えます。 

  そしてもう一つは、逃げるのはいいんですけども、避難所となるべきところには毛

布とか、暖をとるための道具とかありません。体育館の板の間へそのまま座ってやる

と、毛布を持って逃げりゃあええじゃないかと言われるんですが、大雨の中毛布を持

って逃げても、たちまちびしゃんこになるだけで、また逃げおくれたり、毛布を出し

よれば、そういったことがありまして、避難所となるべきところにはそういった道具

ですね、必要用具をあらかじめ配置していただけないか。これは前にも一般質問の中

で話をさせていただいておりますけども、そういったものを事前に準備しておいてい

ただけないかなということでございます。 

  まとめますと、一旦災害が発生しますと、人命救助とか、応急対策とか、避難所の

運営とか、仮設住宅の建設とか、そして復旧段階になりますと土砂を退けたり、いろ

いろとせんにゃあいけません。こういった費用が今の工事する費用よりははるかに大

がかりなお金になるんだと思うんですよ。先にある程度予防対策等ができれば、府中

町、また国、県が負担するべき費用がはるかに安くつくんじゃないかなというふうに

考えてます。そういった点を考えて、ぜひ前向きにリードをお願いしたいと思います。 
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  以上でございます。 

○議長（中村武弘君） 答弁要りますか。ほいじゃあ要望で。 

  以上で、第１項、土砂災害特別警戒区域の対策を早急に、について、１８番力山議

員の質問を終わります。 

  続いて、厚生関係、第２項、待機児童について、１０番児玉議員の質問を行います。 

  １０番児玉議員。 

○１０番（児玉利典君） 皆さん、おはようございます。１０番児玉でございます。初

当選させていただきまして、この場に立たせていただいたこと、町民の皆様、そして

先輩、同僚議員の皆様、理事者の皆様に感謝し、一般質問させていただきます。あり

がとうございます。 

  早速ですが、私のほうからは待機児童について質問させていただきます。 

  質問主旨でございますけども、未来を担う幼児の公正、公平な教育、そして働く仲

間のお父さん、お母さんが安心して子どもを預けて働く場と教育の場を提供すること

は行政の大きな役割の一つだというふうに考えております。 

  厚生労働省が定義する待機児童としましては、我が町府中町ではゼロ名と聞いてお

りますが、両親の一方が就職が決まっていない、そのため家庭で待機児童を面倒を見

ることができるということですが、あるいは認可外の保育園に入園している、または

職場やお家の近くに希望どおりの保育園に入園できないなどの理由で待機児童として

カウントされていないケースもあるというふうに聞いております。本来これらも待っ

ていることには変わりなく、待機児童としてカウントされるべきではないかと考えま

すが、いかがでしょうか。 

  ことしの２月２９日、衆議院予算委員会でもありましたように、「保育園落ちた、

日本死ね」といったようなことは記憶に新しいことでありますけども、言葉は少々過

激ではありますが、これが待機児童の子育て世代の親の本音であるというふうに私は

理解しております。これが全国どこであっても、この府中町であっても、あってはな

らない。さらに言えば、安倍政権においても待機児童はゼロにしなければならないと

いうふうにも言われております。 

  また、町長の３つの宣言にあります、広島都市圏で一番子育てのしやすいまちづく

りの実現、出産から子育て、あらゆる面で切れ目のない施策を展開するということは、

私は大賛成です。これらのことを踏まえまして、３つの質問をさせていただきます。 
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  まず１番目、現在、厚生労働省が示す定義外を含め、待機児童は何名おられますか。 

  ２番目、これらに対する対応策として、現在行われていること、あるいは今後行う

ことをあわせて執行部のほうにお伺いいたします。 

  ３番目、３つの宣言に伴う町長のお考えをお伺いしたいと思います。 

  以上３点、ぜひ町民ファーストでの視点でお答えいただきますことをお願い申し上

げます。 

  以上です。 

○議長（中村武弘君） 答弁。 

  町長。 

○町長（佐藤信治君） おはようございます。町長です。１０番児玉議員の待機児童に

ついて御答弁をいたします。 

  御質問の１の厚労省が示す定義外の待機児童、いわゆる潜在的待機児童につきまし

て、それと２のこれに対する対応策につきましては、この後、福祉保健部長から待機

児童数、その対応について御答弁申し上げます。 

  私からは、広島都市圏で一番子育てしやすいまちなどの宣言について、御答弁申し

上げたいというふうに思います。 

  ６月定例会におきまして、私の町長就任挨拶、あるいは先日の乳幼児等医療費助成

条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例、この答弁におきましても述べさせ

ていただきましたが、広島都市圏で一番子育てのしやすいまちの実現、保育所待機児

童のゼロの継続、留守家庭児童会の入所対象年齢の拡充、子ども医療費助成制度の拡

充、新規事業として不妊治療費助成事業、子どもの感染症予防としての任意予防接種

費用の助成事業など、結婚、妊娠、出産、育児、子育ての切れ目のない施策を展開す

ることであろうと思っております。 

  そして、宣言２でも掲げたわけでございますが、志を育む教育のまちの実現、府中

町で育つ児童・生徒が志を持って夢に挑戦し学び続ける力を持つ志を育てる教育の推

進について、町教育委員会の取り組みを町長事務部局としてしっかりと支援をすると、

こうして子育て支援の施策に質の高い学校教育をつなぎ、総合的で切れ目のない施策

の展開が子育て世代が居住を選択するまちとなり、将来にわたって活力があり、元気

な府中町を次世代につなげることだというふうに確信をしております。 

  こうした中で、保育所の待機児童に絞った御質問でございますが、本町の第４次総
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合計画においても、子育て支援の充実では、待機児童数を現状のゼロを維持するとい

う成果、目標指標として掲げておりまして、基本政策の一つと位置づけております。

この待機児童ゼロは、近年全国的に話題となっている都市部における待機児童数が増

加している状況にありまして、府中町のいわば売りの一つでございます。 

  厚生労働省基準では、待機児童は年度当初においてはゼロを達成しておるものの、

年度中途には昨年度から少数でありますが、待機児童が出ているのが実情でありまし

て、これへの対応は喫緊の課題であるというふうに認識しております。 

  また、御質問の厚生労働省定義外の待機児童、いわゆる潜在的待機児童は、年度当

初にもかなりの児童数がいるのでありまして、これは厚労省基準の外におるんだから

問題ないと、そのような認識にはありません。町民が保育に欠けるお子様の認可保育

所の入所を希望されており、結果として、その希望がかなわないのでありますから、

御質問にもありましたが、府中町に住むことの満足度は低いということになるのは当

然でございます。今日的状況もございますので、特定の保育所のみへの入所を希望さ

れている方は除きまして、いわゆる潜在的待機児童もできるだけ縮減していく取り組

みを進めてまいりたいと考えております。 

  こうした観点から、現在既に行っている施策、進めようとしている施策などにつき

ましては、この後福祉保健部長のほうから御答弁をさせていただきます。よろしくお

願いします。 

○議長（中村武弘君） 答弁。 

  福祉保健部長。 

○福祉保健部長（立石佳之君） おはようございます。福祉保健部長です。１０番児玉

議員からの待機児童についてという御質問に御答弁申し上げます。 

  現在、厚生労働省が示す定義外の待機児童は何名おられますかの御質問ですが、待

機児童については、毎年４月１日現在と１０月１日現在で国に報告しております。国

の定義する待機児童については、４月１日現在では毎年ゼロではございますが、

１０月１日現在については、昨年度は３名、本年度は４名と、年度途中においては待

機児童が出ている状況です。 

  さて、御質問の厚生労働省が示す定義外の申し込み状況でございますが、幼稚園及

び認可外保育所等に通われながら、町内の認可保育所への入所を待たれている方が

３３名、これから仕事をお探しの方が２１名、１園のみを希望される方を含めて、入
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園後希望する園を限定した方が５１名、合わせて１０５名がおられる状況です。 

  次に、その対策といたしまして、まず保育所の定員の増員については、平成２７年

度からの５カ年計画である府中町子ども子育て支援事業計画において計画的に進めて

おります。 

  昨年度建てかえを終えました金剛保育園は、１４０名から１７０名に増員し、認定

こども園つばめにおいても、今年度１０名増員され１５０名の定員となっております。

現在、耐震化のため建てかえをしております第二府中ひかり保育園においても、

１６０名から１８０名へと２０名増員を予定しております。 

  また、平成２７年度からスタートいたしました子ども子育て支援新制度による事業

所内保育施設について、昨年度２つの事業所、合わせて定員１９名の保育施設を認可

いたしました。 

  以上のように、既存の町内の認可保育所の定員増及び新規事業所内保育施設におい

て、昨年度末に閉園しました南保育所の定員をカバーするとともに、来年度は地域型

保育の一つであります定員１９人の小規模保育所の開設に向けた工事を予定しており、

新たな受け入れ体制も整えていく予定でございます。 

  次に、保育所の入所申し込みの制度としまして、年度途中の入所希望者は、希望月

の前月までに申し込みを行うこととなっておりますが、当町では育児休業から復帰さ

れる場合、事前に申し込みを受け付け、確実な入所ができるよう、保育所と調整を行

い、待機児童対策の一つとしております。 

  また、認可外保育所の支援としまして、来年度より県補助金を受け、従事する保育

士等の職員に対して行われる健康診査費用を町が補助することで、認可外保育施設の

衛生、安全対策を図ることとしております。 

  また、県の独自施策としまして、認可保育所を希望しながら、認可外保育所に通わ

れている方には、認可保育所へ入所までの期間の保育料の差額を助成する制度が平成

２７年度より始まり、現在１３名の方が申請をされ、子育て世帯への支援が行われて

おります。 

  さらに、今年度からは、祖父母がお孫さんを保育する孫育てに対し支援する準備を

進めており、保育方法の選択肢を広げるとともに、今後は幼稚園でも保育が可能とな

る認定こども園への移行について、町内幼稚園とも協議を進め、３歳以上児の保育の

受け皿を広げていきたいと思っております。 
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  保育ニーズが増加しております３歳未満児への保育環境の整備については、今後も

引き続き、小規模保育所及び事業所内保育施設の開設を促してまいりたいと思います。 

  議員の御指摘のように、安心して子どもを預け働ける場を提供できるよう、保育の

確保は町としましても最も重要な課題として認識しており、これからも待機児童ゼロ

を目指してまいります。 

  私からの説明は以上です。 

○議長（中村武弘君） ２回目の質問はございますか。 

  １０番児玉議員。 

○１０番（児玉利典君） 本当に心のこもった対応をいただきまして、ありがとうござ

います。心から感謝申し上げます。 

  先ほどもちょっとお話がありましたけども、小規模保育園についてですけども、こ

れはゼロ歳から２歳児までが対象になっとると思うんですが、この辺も充実していき

たいということでございますけども、ちょっとこの質問の通告後に出た記事でござい

ますので、ちょっとあれなんですけども、１２月１０日の中国新聞の中にあります、

ちょっと紹介させていただきますと、小規模保育園、３歳児の壁ということでござい

まして、要は２歳を超えたとき、新たに３歳児から５歳児の保育園に入ろうとしたら、

約３割の受け皿がないということが記事に出ておりました。これは総務省の行政評価

局が９日に公表したものでございますけども、受け入れ先が見つからない。これ本来、

今預かっておられる小規模保育園から普通の保育園に依頼をかけてやっとるというと

ころでございますけども、ここでももともとそのキャパがもう３歳児、５歳児のとこ

ろの受け皿がないということから待機児童となるというパターンが出とるそうです。

調査は昨年の８月から１１月にかけて、東京、広島などの１８都道府県の４４市区町

村で抽出した結果で、９３１の小規模保育園施設について尋ねたところ、２７．２％

に当たるところが、２５３施設においてやっぱり受け皿がないということでございま

した。こういうことも多分認識はされとると思います。今、厚生労働省のほうへ改善

の勧告が出とるそうですけども、まず府中町ではこういうことが現在あるのかどうか

というところをちょっとまず確認させていただきたいと思います。 

○議長（中村武弘君） 答弁。 

  福祉保健部次長。 

○福祉保健部次長（山西仁子君） ただいまの小規模保育所から３歳の壁ということで、
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府中町内で入れていないお子さんがいるかどうかということなんですけれども、現在

府中町では、ニックストゥモローランドとチェリー保育園の２施設を地域型保育施設

として認可しており、従業員のみならず、地域枠で２歳までのお子さんを保育されて

おりますが、２施設とも連携施設を確保されており、３歳になられた後も切れ目なく

現在のところ保育の継続をしていただいております。 

  以上でございます。 

○議長（中村武弘君） ３回目の質問はございますか。 

  １０番児玉議員。 

○１０番（児玉利典君） ありがとうございました。少し安心いたしました。今後も継

続的に待機児童ゼロ、維持できるように、今まで以上に頑張っていただきたいという

ふうに思います。これをもちまして、私の質問を終わります。ありがとうございまし

た。 

○議長（中村武弘君） 以上で、第２項、待機児童について、１０番児玉議員の質問を

終わります。 

  続いて、厚生関係、第３項、府中町の魅力づくりと、その発信について、４番梶川

議員の質問を行います。 

  ４番梶川議員。 

○４番（梶川三樹夫君） おはようございます。府中町の魅力づくりと、その発信につ

いてということで質問させていただきます。 

  府中町には、先月イオンモール広島府中が増床オープンしたことによって、今まで

も多かったんですけども、さらに多くの買い物客が府中町には訪れております。この

府中町を買い物だけの目的ではなく、府中町の中にある自然や、そして府中町の歴史、

そして府中町の文化を知って見ていただく、これ絶好の機会であるというふうに私は

思っております。この府中町の魅力をさらに府中町だけでなくて、内外に発信してい

く、そのことの必要性を感じて町長に質問したいと思います。 

  府中町の魅力づくりと、その発信について。 

  府中町は間もなく町制移行から８０周年を迎えようとしております。町の人口も当

時の約１０倍に増加し、便利で住みよい活気あふれる町へと発展してきました。これ

からも住民から愛される町として、府中町の魅力をさらに磨き上げ、その魅力を積極

的かつ効果的に発信していくことが必要です。そのための今後の取り組みについて、
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以下、町長の考えをお伺いいたします。 

  １．府中町の魅力を今後どのようにして創造・発信し、「選ばれるまち」を目指す

のか。 

  ２．産業の活性化と競争力の強化を図るため、活力ある産業を支えるための支援策

は。 

  ３．府中町の自然・歴史・文化を内外に発信するための方策は。 

  ４．地域交通のさらなる利便性向上への取り組みは。 

  以上を質問したいと思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村武弘君） 答弁。 

  町長。 

○町長（佐藤信治君） ４番梶川議員から、４項目にわたり、府中町の魅力づくりとそ

の発信についてということで御質問いただいております。 

  御質問は、第４次総合計画におきまして、まちの発展をけん引する取り組みである

ところの先導プロジェクトの一つである魅力創造発信プロジェクトに沿うものでござ

いまして、問題意識を共有する中で、項目に沿ってお答えをいたしたいというふうに

思います。 

  第１点、府中町の魅力を今後どのようにして創造・発信し「選ばれるまち」を目指

す の か と い う こ と で ご ざ い ま す が 、 府 中 町 は 昨 年 の 国 勢 調 査 で 人 口 が ５ 万

１，０５３人、前回調査よりも６１１人、１．２％の人口増を示しておりまして、広

島県内では数少ない人口増加市町でございます。 

  しかしながら、長期にわたり少子化は続き、日本は既に人口減少局面に入る中で、

人口減少問題は府中町においても現実の問題として受けとめなくてはならないという

課題でございます。 

  特に、人口は長期にわたる低出生率が続くと、若い世代の人口流入が縮小しており

ますので、出生率が回復しても、全体として出生数はふえずに人口減少が続く、いわ

ゆる人口の減少モメンタムが続くので、科学的な推計に基づく中長期的な視点で、今

何をすべきか、どのような手だてを講じるか、しっかり考え、施策を実行することが

極めて重要でございます。 

  昨年策定いたしました府中町の人口ビジョンでは、このまま何も講じなければ、

２０２０年、平成３２年ごろをピークに減少傾向に移行し、このまま減少を続ける。
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２０６０年、平成７２年でございますが、それには２０６０年には４万人を割り込み、

３万人台まで減少するという推計をしております。 

  このため、府中町まち・ひと・しごと創生総合戦略では、２０６０年も現状の５万

人の人口を維持するために、子育て世代が居住を選択するまちを目指すこととしてお

り、御質問にありますように、「選ばれるまち」を目指すものでございます。そのた

めの施策としては、広島都市圏で一番の子育て支援を実現し、出生率のアップと子育

て世代の転入増を図る。また、子ども連れの家族の生活利便性の向上、子どもに伝え

る地域の魅力の向上をすることにより、子育て世代の転入増、転出減を図るというこ

とでございます。 

  この３つの施策展開により、子育て世代が居住を選択するまちになろうとするもの

でありますが、これが府中町の「選ばれるまち」となる魅力の創造の戦略的な方向性

でございます。 

  次に、産業の活性化、それを支える支援策についての御質問でございますが、府中

町は日本を代表する自動車メーカーや、御質問にありました中四国最大の大型商業施

設が存するなど、活力のある産業の町でもあります。歴史、そして地勢的に利便性の

高いということとともに、町はそうした産業を支える都市基盤整備を着実に進めてき

た成果であろうというふうにも思っております。 

  他方、町の行政施策としての商工、労働行政は、これといった特色のないのが現状

でございまして、町職員においても、商工行政のノウハウに乏しいことも認めざるを

得ないという状況でございます。このため、本年度に担当部署であります町民生活課

の職員を増員し、まずは県商工労働局、町内事業者の皆様の考え方、意見を聞く、拝

聴する、しっかり勉強するといったことから始めているところであります。 

  また、地域の創業を促進させる施策として、町が民間事業者と連携し、創業支援を

行う取り組みを進めるために、本年度、府中町地域創業支援施策基礎調査を実施し、

統計データ調査、アンケート調査、ヒアリング調査等による分析を行い、町に必要と

される創業支援策を策定することといたしております。平成２９年度には創業支援の

制度設計を行うことといたしております。 

  ３点目、町の自然・歴史・文化を内外に発信するための方策であります。魅力創造

発信プロジェクトでは、府中町に魅力を感じてもらうため、市街地に隣接した自然の

よさと、安芸の国府であった歴史文化資源を発信し、府中ブランドの確立を目指しま
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すとしております。既に文化財図書の刊行、広報ふちゅうのふるさと歴史散歩、町教

委主催のふるさと再発見講座、ホームページではふちゅういろいろ収蔵館、歴史民俗

資料館での活動などを行っておりますが、こうした広報はいわば町民の皆様向けの傾

向であったり、それにとどまっておるというきらいがあるように思います。さきに述

べた「選ばれるまち」や子育て世代に居住を選択される町になろうとするならば、町

民の皆様とともに、府中町外への府中町の魅力発信が必要でございます。そのための

取り組みとして、２つの事業を紹介しておきます。 

  １つは、シティプロモーションの推進であります。既に議員の皆様には御報告して

おりますが、ロゴマーク、キャッチコピーを決定したところでございます。加えまし

て、現在広告用ポスター、リーフレット、そしてプロモーション映像、動画を作成中

であります。これらは生活環境、居住に特化したプロモーションでありまして、その

ターゲットも広島都市圏に居住する結婚、子育て世代に絞って展開することにいたし

ておりまして、来年１月３０日に府中町で開催されます広島広域都市圏協議会での披

露をキックオフとして、その後積極的に展開をする予定でございます。 

  ２つ目には、来年４月にリニューアルする府中町公式ホームページにおきまして、

新たに特設サイトとして、子育てサイトを設け、町内外に向けて府中町の魅力と価値

を発信するウェイブサイトを構築するほか、ＳＮＳをリンクとした情報発信を行うよ

う進めているところでございます。 

  最後の４項目め、地域交通のさらなる利便性の向上の取り組みであります。一般的

な地域交通の空白不便地域は、鉄道駅から１キロメートル圏外、かつバス停から

３００メートル圏内で運行本数が１日１５回未満を公共交通不便地域とし、鉄道の駅

から１キロ圏外、駅から圏外で、かつバス停から３００メートル圏外を公共交通空白

地域というふうにされておりますが、府中町の市街地はほぼ全てが公共交通便利地域

に該当し、公共交通サービスはおおむね充足していると言えます。 

  ただし、今日的な課題に照らし合わせた中で抽出される課題といたしましては、

１つとしては、町北東部の団地末端部における公共交通空白地域の解消、２つ目とし

ては、公共交通便利地域内にあっても、地形上や高齢化を考慮する必要があるという

ことであろうかと思います。 

  このような認識のもとで、地域公共交通の一層の利便性向上に向けた方策といたし

ましては、都市基盤整備を進めることによって、交通渋滞の解消、地域交通の結節点
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機能を充実させる。末端未整備路線を整備することによって、バス路線の拡充等の可

能性の創出ということがあります。 

  また、つばきバスにおいても、これは、まち・ひと・しごと創生総合戦略にも掲げ

ておる事項でございますが、既に導入しているバスロケーションシステムの活用によ

るバス接近表示モニターの情報提供、平成２９年度から行うバス停に雨よけシェルタ

ーの設置がございます。 

  最後に、地域交通のさらなる利便性、つばきバスを含む町内公共交通の最適化を図

るためには、都市交通の専門家、自動車運送事業者、地域住民、または代表者等で構

成する検討組織でしっかり研究する。知恵を出し合うということが必要であろうと考

えております。平成２９年度内には当該検討組織を立ち上げたいと考えておるところ

でございます。 

  以上、御答弁とさせていただきます。 

○議長（中村武弘君） ２回目の質問はございますか。 

  ４番梶川議員。 

○４番（梶川三樹夫君） 非常によくわかりました。私も知らないようなことがたくさ

ん出てきたように思います。ことしの広報ふちゅうの裏表紙を、さっきもお話があり

ましたけど、ずっと見てるんですけども、「ふちゅうの宝みぃつけた」というところ

がありまして、裏表紙ですね、府中町の宝がいっぱい連載されてるんですね。非常に

いいことだなと思いまして、本当に町長が言われたように、これを府中町の中だけで

とどめてはいけない。もちろん、府中町民の方にもしっかりと宣伝をしていかないと

いけないんですけども、これをもっと府中町外の方にも宣伝していただいて、せっか

くイオンモールにたくさんの人が集まっておられるんですから、その方たちに、イオ

ンモールに来たついでに府中町の町を見ていきたいというようになったらすばらしい

なというふうに思っております。 

  そこに書かれてることは、自然豊かな水分峡、これ出てましたね。あと多家神社、

この土日に多家神社でも現地説明会がありましたけども、多家神社内にある県の重要

文化財ですか、宝蔵の屋根の保存修理が終わったということで、私も行ってみました

けども、本当にたくさんの人が来ておられるんですね。宮司さんに聞いたら、朝ずら

っともう階段のほうまで並んでおられて、少しずつ中に入れたということも聞きまし

た。非常に関心が高いんだなということを思わせていただきました。あと、空城山公
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園とか、岩屋観音がある高尾山とか、マツダミュージアムも非常に人気がある場所だ

と思います。こういうものを本当に町内の人はもちろんですけども、町外の人にも発

信していただきたいなという思いでございます。 

  あともう一つ、今上映されております村山聖の「聖の青春」という映画ですかね、

私も見に行きましたけども、前にも１つ映画ができておりまして、２作目でございま

す。非常に村山聖さんの功績というのは大きいんだなということを思いましたし、ま

た将棋の大会もありますけども、村山聖杯の将棋、もっともっとこれから盛り上げて

いかなければならないんだなというふうに感じました。また全国からもたくさんの人

が集まっておられることも知っておりますけども、もっと盛り上げていただきたいと

思います。 

  あともう一つ、これは若い私たちの子どもがよく知ってるんですけども、少年ジャ

ンプで長年連載されておりました「ブリーチ」という漫画が久保帯人、元久保議長の

息子さんですけども、非常に長年、もう何年かよくわからない、相当長い間連載され

ておりまして、これがこの夏で終わったんですかね、この秋で終わったんだと思うん

ですけども、ちょっとホームページで見ましたら、先月の１１月１６日の週間漫画ラ

ンキングの１位を獲得しておられまして、これがアニメ化やゲーム化、あるいは舞台

化などを経て、来年には実写映画公開も発表されてるということでございますので、

この「ブリーチ」も若い人、私の、何年前ですか、七、八年前に韓国から日韓交流で

来た学生と話したときに、「ブリーチ」の久保帯人はどこですかと、こう最初聞かれ

たんですよ。それで、ええっと、久保帯人さんは東京ですよということは言ったんで

すけども、それほど日本だけじゃなくて、アジア、世界の人たちが今漫画を見てます。

この「ブリーチ」という漫画は非常に若い人の中では有名なんだなということを改め

て感じさせていただきました。そういうことも何かまちづくりに、向洋駅周辺に何か

こんな著作権もあるんでしょうけども、久保帯人さんを使えたらどうかなと。前どこ

でしたか行ったときに、町のバスに手塚治虫さんがおられた町でしたかね、鉄腕アト

ムのロゴを入れたりいろいろしておられました。ちょっとお金がかかるということは

聞いたんですけど。 

  あと、これちょっと前からの要望なんですけど、古代山陽道の駅家の跡も、今調査

中でございますが、これがうまくいつたら、また国の国費ですばらしい公園に、歴史

公園に生まれかわるんじゃないかなという期待をしております。 



- 20 - 

  そのような府中町の魅力を本当に内外に発信していく絶好の機会であるということ

を思います。町長もいろいろと新しい提案をされたので、これ以上言うことはござい

ませんが、これからも府中町の魅力づくり、その発信について努力をしていただきた

いというふうに希望いたしまして、質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（中村武弘君） 以上で、第３項、府中町の魅力づくりと、その発信について、

４番梶川議員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村武弘君） ここでしばらく休憩をしたいと思います。再開は１０時４５分

からといたします。  

（休憩 午前１０時３３分） 

 

（再開 午前１０時４５分） 

○副議長（益田芳子君） 議長を交代いたしました。休憩中の議会を再開します。  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（益田芳子君） 続いて、厚生関係、第４項、水分峡森林公園キャンプ場の設

備充実について、１８番力山議員の質問を行います。  

  １８番力山議員。  

○１８番（力山 彰） 水分峡森林公園キャンプ場の設備充実についてお伺いします。  

  水分峡森林公園は訪れる人が多く、その人数は年間５万人を超えております。来訪

者のうち、キャンプ場を使用される方も多く、昨年度提出された使用許可申請は

２８５件で、使用者数は６，１０２人です。そのうち、７９件、７２５人の方がテン

ト泊まりを楽しまれました。また、使用許可申請を行わずに使用されている方もいる

と思われますので、実際の使用者数はさらにふえると考えます。  

  しかし、キャンプ場の設備は脆弱で、炊事棟には調理台がなく調理がしにくい。煮

炊きをするにも今の設備では使いづらい。火の高さの調整ができない。屋外用テーブ

ルは３台あるが、複数グループが使用する場合は早い者勝ちの取り合いとなっており

ます。したがって、数が不足している。広場は広いが、斜面が多く、平らな部分は半

分程度しかない。キャンプ場は管理棟から遠く離れており、歩いていくにはかなり遠

い。多くの道具を持ち込む場合は、車で運んでおりますが、運んだ後は車をまた管理

棟の駐車場に持ち帰るように義務づけられているなど、使い勝手が悪い。利用者に飯
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ごう炊さんやキャンプなどの行楽をより楽しんでもらうために、設備の改善と充実が

できないか、町の考えをお伺いします。  

  １．身障者（多目的）トイレの設置。  

  ２．調理台の新設。  

  ３．テーブルの増設。  

  ４．炊飯棟の煮炊きする設備の改善。  

  ５．炊事棟以外で飯ごうを炊くことのできる場所の確保とその設備。  

  ６．キャンプのだいご味であるキャンプファイヤーを行うことのできる場所の確保

とその設備。  

  ７．キャンプ場の近くに駐車場の新設。  

  ８．テントを張れる場所の拡大（ミヅキ広場、ケヤキ広場、憩いの森広場）などで

す。  

  ９．バーベキューなどの火を使用できる場所の拡大。 

  １０．水分神社下流のトイレ近くに水道設備の設置（ミヅキ広場でのキャンプやト

イレ近傍の広場でのバーベキューに使用しやすいように） 

  １１．第三堰堤、水分峡の地図では大堰堤となってますが、上流部の安全対策（柵

の設置） 

  以上でございます。 

○副議長（益田芳子君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（坂本雅司君） １８番力山議員の水分峡森林公園キャンプ場の設備充

実について御答弁させていただきます。 

  まず、議員におかれましては、常日ごろから水分峡森林公園を愛し、さまざまな御

協力をいただいておりますことに敬意を表しますとともに、心から感謝を申し上げま

す。 

  御承知のとおり、水分峡森林公園につきましては、町の第４次総合計画の中で、自

然と共生する快適環境の推進を目的に掲げており、水分峡森林公園を自然に身近な公

園と位置づけ、水と緑に恵まれた美しいふるさとを守り育てるための環境整備をする

こととしています。 

  さて、御質問の水分峡森林公園キャンプ場の設備充実についてでございますが、議
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員おっしゃるとおり、自動車で管理道の利用をし、キャンプ場を利用される方だけで

も毎年６，０００人を超えております。さらに、キャンプ場を含む水分峡森林公園全

体の来訪者は、最近の調査では年間１０万人前後と推測をしております。 

  一方、利用者がふえることでキャンプ場の利用者がいつもいっぱいで手狭であるこ

とから、それから駐車場からキャンプ場までの距離が長いなど、問題点もあらわにな

ってきております。また、多目的トイレの不足も大きな課題であります。特に、乳幼

児、高齢者及び障害者の方々の利用もふえており、大変御不便をおかけしている状況

でございます。 

  このたび１１項目の御指摘をいただいておりますが、できるものから早急に着手し

てまいりたいと考えております。 

  御指摘の項目中、２番目、調理台の新設、３番目、テーブルの増設、４番目の炊事

棟の煮炊きする設備の改善につきましては、来年度の予算が確保でき次第実施したい

というふうに考えております。 

  その他の御指摘の事項であります、多目的トイレの設置、駐車場の新設や火の使用

などは、水分峡森林公園全体の利用のあり方に及ぶものでございますので、自然環境

の保全と来訪者の利便性を比較、考慮しつつ、来年度策定予定でございます水分峡森

林公園再整備計画の中で御指摘事項についても検討していきたいというふうに考えて

おります。 

  ただ、ハード面の改善につきましては、予算確保が必要となります。水分峡森林公

園再整備計画を策定する中で、効果的な投資ができるよう関係課と調整を図ってまい

ります。 

  第４次総合計画では来訪者数を年間５万人程度ふやす計画になっております。今よ

りも一層住民の方に楽しんでもらえる魅力ある施設にしていきたいと考えております

ので、引き続き御協力のほどよろしくお願いしたいと思います。 

  以上、答弁とさせていただきます。 

○副議長（益田芳子君） ２回目の質問ございますか。 

  １８番力山議員。 

○１８番（力山 彰） ２回目の質問です。私も府中で生まれまして、府中で育って、

水分峡では大分遊びました。飯ごうを持っていって御飯を炊いて食べたり、何回もし

ております。現在、水分峡では管理棟でしか火が使えないんですね。管理棟の火がた
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ける部分ですね、調理する水道のすぐ横の屋根の下でしか火がたけない、その他とこ

ろでは禁止されてる。また、そのほかキャンプ場以外も、昔は石を組んで飯ごうを至

るところで炊かれとったんですけども、今は全く使ったらいけない。 

  例えば、水分峡でバーベキューをされる方が結構おられるんですよ。このバーベキ

ューはキャンプ場だけでしてるんじゃない。実際には先ほど言いました水分神社の下

のほうのトイレの下がちょっと広いところがありますので、そこでバーベキュー道具

をセットを持っていかれまして、そこでバーベキューをされたり、いろいろと使われ

ているんですね。実際そこは火を使ったらいけないんですが、見て見ないことにして

るんですよね。実際にああいったバーベキューで楽しまれたりする方もかなりおった

り、簡単な山道具を持っていって火をたかれたりする方もおるわけですが、そういっ

た水分峡で簡単に飯ごうができるような形にしていっていただけないかなと。あそこ

で火をたくのはだめだよ、あそこ以外ではだめということになりますと、実際にはも

う飯ごう炊さんというのは、もう現実問題できない。子どもたちに火のたき方、そし

て火の始末の仕方、そして御飯はこうやったら炊けるんだよというようなことを簡単

に教えようと思っても、一切それができない状態なんです。 

  ですから、この点はぜひ施設は設けなくてもいい、例えばブロックを何個か置いと

けば、それで飯ごうを炊けるかまどができるんですね。ですから、そう費用はかから

ないと思いますので、そこら辺もちょっと考えていただけないかなと思います。した

がって、キャンプ場以外でも炊けるようなことを考えていただけないかなと。 

  それともう一つ、ミヅキ広場なんですけども、ここは結構広い土地でございまして、

トイレがほんのちょっと歩けばトイレへ行く、そして目の前に川が流れてますので、

その川の水を使やあキャンプができるわけですけども、そういったところもぜひテン

ト広場とか、飯ごうを炊けるような形をやっていただければ、上のキャンプ場まで行

かなくても、例えば下の水分管理棟まで行けば、あと荷物は担いでいってももう５分

もかからない、そんな近いところにもテントを張れる余地があるんです。ほかの一般

客を邪魔しなくてそういったテントを張れたり、そういったバーベキューを楽しめる

場所があるんです。そういったところもぜひ整備して、今のままでも十分テントは張

れるんですけども、そういったところもぜひ開放して、水分峡は府中町民だけじゃな

しに、広島近郊からもかなり来られてます。近いということで、近いところに水のき

れいなところがあるということで来られてますので、そういった方にもぜひ使ってい
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ただけるような形で考えていただきたいということでございます。よろしくお願いい

たします。 

○副議長（益田芳子君） 答弁要りますか。要望でよろしいでしょうか。 

○１８番（力山 彰） 要望にしておきます。 

○副議長（益田芳子君） 以上で、第４項、水分峡森林公園キャンプ場の設備充実につ

いて、１８番力山議員の質問を終わります。 

  続いて、厚生関係、第５項、子どもが安心して過ごせる環境づくりについて、７番

二見議員の質問を行います。 

  ７番二見議員。 

○７番（二見伸吾君） ７番二見です。子どもが安心して過ごせる環境づくりについて

質問をいたします。 

  今や６人に１人の子どもが貧困のもとで暮らしており、育児放棄も含む児童虐待の

対応数は年間７万件に及んでいます。小・中学校で学級崩壊、授業崩壊、いじめ、不

登校児童の増加などの問題も深刻です。そのような中で、今教職員とは違った視点で

学校にかかわるスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置する学校

がふえてきました。 

  文科省によりますと、スクールカウンセラーの業務は児童・生徒に対する相談のほ

か、保護者及び教職員に対する相談、教職員等への研修、事件、事故の緊急対応にお

ける被害児童・生徒の心のケアなど多岐にわたると述べ、学校の教育相談体制に大き

な役割を果たしていると評価をしております。 

  また、スクールソーシャルワーカーは、児童・生徒を取り巻く環境によって引き起

こされる問題に対処するために、児童相談所と連携したり、教員を支援したりする福

祉の専門家と説明をされています。家庭訪問を行ったり、さまざまな保健、医療、福

祉サービスへと導いたり、奨学金制度や就学援助制度、児童扶養手当などの手続を支

援することによって、子どもたちを取り巻く環境、とりわけ家庭に働きかける役割を

担っています。 

  府中町においてもさまざまな困難を抱えてる御家庭があり、そういう困難を抱えた

お子さんへの学校での対応も大変であると伺っております。スクールカウンセラーに

ついては既に配置をされ、このたび学校にいていただく日数をふやすそうですけれど

も、スクールソーシャルワーカーはまだ配置をされておりません。県とも協議して、
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小・中学校にスクールソーシャルワーカーを配置すべきです。スクールソーシャルワ

ーカーについては厚生の関係になると思いますけれども、配置の必要についてどのよ

うにお考えでしょうか。町として配置するおつもりはありますか。町としての考えを

お伺いいたします。 

  さて、次の質問です。私は総務文教委員会に属しており、一般質問を通告するとき

には、当該議員が所属する常任委員会に属する内容に関して通告しないように努める

ことを例とすると、議会運営等に関する要綱で定められているわけですが、事の重大

性から、どうしても町立中学校生徒の自死事件に触れないわけにはまいりません。皆

様の御理解、御了解をお願いをいたします。 

  昨年１２月に町立中学校で生徒が自死するという不幸な事件が起きました。哀悼の

意を表するとともに、御遺族の方に心からお悔やみを申し上げます。 

  今回の事件について、１１月３日、府中町学校運営等についての調査検討委員会が

答申書を提出し、教育委員会は答申内容、課題に対する改善への提言を真摯に受けと

めると表明しております。答申に書かれている事件の背景、原因の分析と、それに基

づく提言は問題点も含みながら、全体として重要な指摘がなされていると思います。

この答申及び町教育委員会が作成をした再発防止のための改善の方向性についてを踏

まえた上で３点質問をいたします。 

  第１に、入試専願制度について質問いたします。 

  答申が入試専願制度について、次のように指摘していることに注目をいたしました。

専願入試制度は受験する側にとっても、中学校にとっても、受け入れる私立学校側に

とっても、有効な手段の一つであると断った上で、その一方で、手順が不透明なまま

に実質的な選抜作業を中学校側が担うことで、中学校側への作業負担と心理的な圧迫

感を増幅させ、中学校本来の進路指導のあり方を阻害し、生徒一人一人の主体的で多

様な心理選択の幅を矮小化している側面も看過できない、見過ごすことができない、

このように指摘をされ、まことにそのとおりだと思います。 

  答申にもありますように、私立学校の指導権限は県教育委員会ではなく、私学の独

自性尊重、要するに、それぞれの私学に委ねられているのですけれども、広島県私立

中学高等学校協会のような団体もございます。今回は事件を経て、入試制度改善に向

けて広島県や私学に対して要請する考えはありますでしょうか。町としての考えを伺

います。 
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  第２に、再発防止改善策の方向性について質問をいたします。 

  答申及び改善の方向性が教員の意識改革、資質能力の向上に重点が置かれ、教員の

意識、資質の問題に全てが押し流されていくのではないかということを危惧しており

ます。 

  広島県教育委員会が１２月６日に出した、府中町学校運営等についての調査検討委

員会の答申における再発防止に向けての提言を受けての取り組みについてという非常

に長いタイトルですけども、この文書には、教員が子どもと向き合う時間を確保する

ことを目的とした業務改善、これを推進するということが書かれていて、その方向に

進んでいけばいいと私も思いますけれども、今後の取り組みの中に書かれているもの

は、指導主事の指導力の一層の向上、管理職研修において校長の職責を一層自覚させ

る、指導主事の指導スキルを向上させるために、研修の充実、主任層に対するマネジ

メント研修など、研修の文字が躍っております。 

  意識改革や資質能力の向上、これは求められてることはそのとおりだと思いますけ

れども、現在の教職員のおかれている労働実態を考えてみますと、それはかなり難し

いのではないかというふうに思います。意識改革、資質能力の向上をするためには時

間が必要です。意識改革の手段、方法は研修になってます。現在でも多種多様な研修

があり、研修とその報告書づくりに先生方が追われて、子どもたちの相手をする時間

がない、パソコンの前にばかり向かっている、このようなことをあちこちで聞きます。

このままでは先生方をより一層追い込むことになり、さらなる多忙化が加速すること

になりはしないか。教育長、この点についてどのようにお考えでしょうか。 

  教員の意識改革、資質能力の向上を図るためには、多忙化を軽減し、解消すること

がどうしても必要です。学校、教職員にゆとりを生み出し、風通しのいい職場にする

ことです。答申で指摘されているお互いに協力し合う同僚性を感じ取れず、苦悩する

ような学校を放っておいて、これ以上一人一人の努力を求めるやり方は成功しないと

いうふうに思います。 

  第３に、３５人学級について質問いたします。 

  多忙化を解消する上で最も有効だと言われているのは、クラスの人数を減らし、先

生の負担を軽減することです。昔と違い、不登校やいじめ、発達障害を抱えた子ども

など、先生が個別に対応しなければならない児童・生徒がふえており、先生が担任す

る児童・生徒の数を減らすことが多忙化解消に最も有効です。 
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  ですから、国会も２０１１年、全会一致で３５人学級を法律に盛り込みました。新

学習指導要領の本格実施や、いじめ等の学校教育上の課題に適切に対応できるように

するために、改正したというふうに説明をされています。 

  この改正によって、３５人学級は２０１１年に小学校１年生、２０１２年に２年生

が３５人学級になりました。その後、順次３年、４年、５年と３５人学級が進むはず

でしたけれども、安倍政権になって、２０１３年以降ストップし、現在も小学校２年

生までとなっています。そればかりか、２０１５年予算編成では、小学校１年生も

４０人学級に戻せ、教員をもっと減らせという論議が政府内で起こり、ことし１１月

２日には財務省が教職員を今後１０年で４万９，０００人も減らせ、このように言っ

ているわけです。 

  こういう状況の中でも、都道府県は独自に３５人学級を進めるようになっています。

３年生以降、何の努力もしていないのは、全国で大阪府と熊本県と広島県、この３県

だけです。中国５県を見てみますと、鳥取県、島根県、山口県が中学校３年生まで

３５人学級、岡山県は小学校４年生まで３５人学級になっています。さらに上乗せで

鳥取県と島根県は小学校１・２年生が、山口県は小学校１年生が３０人学級です。鳥

取県は中学校１年生が３３人学級です。広島県は全くおくれています。国や県が取り

組まない以上、町として取り組むべきではないでしょうか。このような国や県の実態

についてどのようにお考えでしょうか。町として３５人学級に取り組むお考えはあり

ませんでしょうか。町としての考えをお伺いいたします。 

  以上、４点につきまして答弁を求めます。 

○副議長（益田芳子君） 児玉議員。 

○１０番（児玉利典君） 所属委員会の質問は避けるというふうに決められておるんで

すが、なぜ１人だけ認められるんでしょうか。動議。 

○副議長（益田芳子君） 議会事務局長。 

○議会事務局長（花田智史君） 確かに要綱の中に皆さんの申し合わせで、所属委員会

の質問はできるだけ努力義務で避けるようにしております。今後、このたびは４件、

５件、６件あります、所属委員会の質問が。特に、今のは二見議員ですか、初当選議

員、我々のほうにも相談がありました。入り口は厚生関係で入っていっていただくと

いう形で質問を修正していただきました。 

  これから私も心配してるのは、担当委員会が本当に機能しなくなるということが物
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すごい危惧されています。これからこのまま担当委員会の所管の事務調査をしている

と、担当委員会で調査することは一切ないと思います。 

  それから、議会もこれまで長い、何十年、４０～５０年かけて今の申し合わせ事項

をまとめ上げて、議会もそうですが、議会はまとめ上げられて幾度も幾度も検討しな

がらこれまでもってきておりますけど、理事者のほうに対しても委員会を尊重する意

識が薄れるんじゃないかということで、今後これはまた議運のほうで委員長のほうに

頼んできちっとした方向性を見出していただければというふうに思っておりますので、

このたびの委員会、定例会の一般質問につきましては、議会運営委員会でもその点は

申しております。議会運営委員会でも申しております。それで、議長もこれ許可して

おりますので、今後については、議会運営委員会はさらに検討して、できるだけ今の

委員会活性化に向けた所管の事務調査の関係は一般質問から外すように、いうように

もっと強い意思表示をしてもらいたいと、それでこれは皆さんで申し合わせていただ

きたいと、これは過去も何度かあるんですが、今回は件数が多かったもんですから、

私どももこれは危惧しておりました。 

  今、児玉議員が動議と言われたんですが、これは事務局としても大きくそれは問題

だと思ってますので、議会運営委員会のほうで委員長に頼んでもう一回協議させてい

ただければと思います。このたびの一般質問は一応許可しておりますので、このまま

続けさせていただきたいというふうに事務局では思ってますので、よろしくお願いし

ます。 

○副議長（益田芳子君） １３番中村議員。 

○１３番（中村 勤君） そうであれば、手順が違うと思うんです。慣例、申し合わせ

をまず変えて、それから今の御意見、これはすばらしい御意見だと私も思うんですが、

これを認めると、総務文教委員会に属されるわけですけど、このことは認めますよと、

やるのが私は手順だと思うんですね。そういうことを踏まないで、慣例、申し合わせ

を破って質問を行うということは、これはおかしなことであると、議会運営委員会で

も出ておりません、この問題は。それについて私は、ルールはルールですから、それ

は我々は決めたことですから守るべきだというふうに思います。 

  以上です。 

○副議長（益田芳子君） 議会事務局長。 

○議会事務局長（花田智史君） ただいまの中村勤議員の意見なんですが、一つは、議



- 29 - 

会の権能を高めるためには、議員一人一人、これはほとんどの議員の皆さんが関係の

質問をしてきております。過去を見ていただければわかると思いますが、それを委員

会を活性化するためにどれだけ議会運営委員会、個人の皆さんにもいっぱい何度もそ

ういう説明はしてきております。 

  それから、今、議会運営委員会の話だったんですが、これは議会運営委員会の中村

勤議員もメンバーだと思います。これは事務局でさきの議会運営委員会で説明してる

と思います。議会運営委員会のメンバーの皆さんはみんな聞いているはずでございま

すので、それは誤解しないようにしていただきたいと。事務局のほうから担当委員会

の所管の質問がたくさん出てますよと、これは委員会活性化のためにはマイナスにな

りますよということは私は言ってきたと思います。 

  先ほども何度も繰り返しますが、担当委員会はもうやらないというような、これま

でやってきたことを守っていくためには、議会運営委員会できちっとした方向性を出

していただきたいと、委員長のほうに私のほうから頼むようにしておきますので、御

理解いただきたいと思います。 

  以上です。 

○副議長（益田芳子君） １３番中村議員。 

○１３番（中村 勤君） 今、事務局長が言われることはそのとおりだと思うんです。

だから、したがって、やはり手順を踏んでやるべきだということを申し上げとるわけ

でありますから、その辺は誤解のないように。私１回目の質問のときにも申し上げま

したように、この質問は大変機を捉まえてる内容のあるすばらしい質問であるという

ことはわかっております。ただ、議会運営委員会でなるほどこの一般質問書を受け取

ると、これを承認しますということを承認したわけですけども、二見議員が総務文教

委員会に属しておられるということは、私も不勉強で知りませんでしたけど、そうい

うことは認めるべきではないと、私は思います。 

○副議長（益田芳子君） 議会事務局長。 

○議会事務局長（花田智史君） これまでの一般質問を今までのを聞いていただいてた

らわかると思いますけど、中身を十分聞いていれば、関係部署の所管の一般質問はか

なり今回入ってますよと、それは議会運営委員会でもはっきり言ってますよと、メン

バーだと思います、中村勤議員も。 

  このたびの二見議員の案件だけを今出してますけど、これまで今回の定例会の中で



- 30 - 

関連した所管の質問はたくさん出ております。それは今後会議録で出てきたら見ても

らえれば、みんな一目瞭然でわかると思います。それについて前回の議会運営委員会

できちっとしていかなければ、委員会としての活動成果が出てきませんよという話を

したわけで、これは何度もしております。申し合わせのときに新しい議員さんにもし

てますし、これまでここにおられる議員さんには何度も何度もそれはしております。

だから、委員会の活動、委員会の事務調査に上げる議題の用紙までつくって皆さんに

お配りしております。そういうことまでやってきておりますけど、今回そういう形が

出てきて、事務局も一般質問の権限を法的に唯一の議員さんの質問の場でありますの

で、それを拒否するわけにはいかないと、事務局長が拒否したという議員さんもおり

ますから、そういうわけにはいかないと、私個人で拒否することはできませんから、

だから議会運営委員会できちっと申し合わせを守っていただきたいという再度の確認

をしていただきたいと、これからはそういうふうに委員長に私のほうからお願いして

まいりますので、御理解いただきたいと。 

  以上です。 

○副議長（益田芳子君） １５番加島議員。 

○１５番（加島久行君） 議会運営委員会におきましても、この一般質問のこの問題に

つきましてはいろいろ協議をいたしております。それから、今度の委員会のあるとき

には、これはそこの委員会のところでそういう一般質問については、担当の、要する

に外のもので一般質問を出していただく、そのようにこれから極力みんな議員各位が

協力し、理解をしていくように、この委員会でも次の委員会でもこれはお話をしよう

というような話をこの議運の中でもいろいろ苦慮して、要するにそういうふうになっ

てきたということでございますので、今回は局長が言いますように、そういったいろ

いろな面があったけども、今回はそういうふうなことも十分質問者にも説明をし、こ

れからはこういうことのないように、ひとつみんなが議員が認識を持ってやろうと、

認識を持とうと、そうせんと既存の要するに常任委員会の価値観がなくなるんですよ。

だから、言いたかったら常任委員会でしっかりやりゃあいいんですよ。だから、そう

いうふうなことですから、そういう今回は局長が言いましたように、本当に苦慮した

中で今回そういう今後の方針もそういうことも決めて、今回の一般質問はこういうふ

うになったということを皆さん議員、理解をしてください。これはひとつ議運の委員

長としてもこれからお願いをいたします。 
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  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○副議長（益田芳子君） ただいま１５番加島議員、議運委員長のお話でございました

ように、これからの一般質問に関しましては、今言われたとおりに検討いたしますの

で、どうぞよろしく御理解をお願いいたします。 

  それでは、答弁。 

  教育長。 

○教育長（高杉良知君） ７番二見議員の子どもが安心して過ごせる環境づくりについ

て、町に関係する箇所もございますけれども、私のほうで一括答弁をさせていただき

ます。 

  まず、第１項目めのスクールソーシャルワーカーの小・中学校への配置についてで

ございます。 

  スクールソーシャルワーカーの具体的な役割といたしましては、第１に、関係機関

等とのネットワークづくりがございます。府中町生徒指導推進協議会への参加や、関

係機関、ここでは警察署でありますとか、こども家庭センター、さらには福祉課、子

育て支援課といったところでございますが、こういうところとの連携及びケース会議

等、組織的取り組みの支援を行っていただきたいというふうに思っております。 

  学校にスクールソーシャルワーカーを配置することで、経済状況等、生活環境に課

題のある児童・生徒の家庭支援を行うことができるようになります。平成２７年度か

らの県の新規事業として、現在、府中中学校区への配置がなされておりますけれども、

町の教育委員会といたしましては、まずは２つの中学校区ともに配置をしていただく

よう県に強力に要望してまいりたいというふうに考えております。 

  第２項目めの入試専願制度の改善のための取り組みについてでございます。 

  今回、第三者委員会から答申を受けました。先ほど議員から言われたとおりであり

ます。私立高校は専願の出願資格及び選抜方法を募集要項において明示するとともに、

広島県の所管部局においてもその点について検討し、必要に指導、助言を行うこと、

また教育委員会、私立学校所管部局、国公私立の高校、中学校の関係者等による連絡

協議を通して、本制度の改善に取り組むこと、ということにつきまして、町としては

１１月２４日に県知事担当部局へ、そして町教育委員会といたしましては、１１月

１６日に県教育委員会に対して申し入れを行ったところでございます。 

  第３項目めの再発防止改善策の方向についてでございます。 
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  意識改革や資質能力の向上の方策として、研修会を行うことで教員がさらなる多忙

化が加速されるのではないかという質問かというふうに受けとめております。このた

びの答申から、子どもを守り育てる教職員としての教育的姿勢を問われ、提言におい

ても、生徒指導、進路指導の理念の再確認、人権意識の涵養という基本的な認識を前

提として示されております。このことを重く受けとめております。そして、再発防止

改善策の一番にこの答申をもとにした教職員の研修を上げたところであります。 

  実施に当たっては、いわゆる上意下達的な研修ではなくて、教職員みずからが振り

返り、改善を進めていけるような協議の場を設け、府中町の教職員としての思いを共

有し合い、教員として未来を担う子どもたちにかかわるものとしての職責を自覚でき

るようにしたいというふうに考えております。 

  また、生徒指導、進路指導においては、その目指す姿を再確認するとともに、目の

前の一人一人の児童・生徒に対し、効果的で適切な指導、助言、援助ができるよう、

事例研修等を行うことにより、研修の充実を図りたいと考えております。 

  議員からの御指摘にありました、風通しのいい職場、お互いに協力し合う同僚性、

これをつくり出すためには、教職員が課題を共有し、考えを議論し合うような研修の

場が必要であります。子どもを指導していく上での課題を共有し、課題解決に向け議

論する研修の時間や子どもの反応を想像しながら行う授業研究、教材研究の時間は、

まさに子どもと向き合っている時間であるというふうに思っておりまして、それを行

うことと多忙化の問題はちょっと別ではないかなというふうにも考えております。研

修を実施するには時間が必要でございます。御指摘のとおりでございますが、新たな

研修を多く付加するというより、研修の内容や方法の精選、改善により研修の充実を

図ってまいりたいと考えております。 

  さらに、これからの学校は教員が多様な専門性を持つ人材等と連携、分担し、チー

ムとして職務を担うことにより、学校の教育力、組織力の向上を図ることが必要でご

ざいます。そのためには、中心的役割を担う教員一人一人の力量の向上はもちろんで

すけれども、一人で職務に当たるのではなく、チームの一員として組織的、協働的に

知恵を出し合って諸課題の解決に取り組むという専門性を身につける必要があり、教

職員に求める意識改革の中には、そういうことも含まれているというふうに考えてお

ります。 

  また、多忙化の軽減につながる効率的な校務運営と教職員の負担軽減を図るため、
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先ほど議員からも御指摘のありました業務改善についてでございますけれども、この

業務改善モデル校を中心に各校で業務改善を進めております。今年度の主幹教諭及び

教務主任を対象とした研修会では、効果的な取り組みを共有をしているところでござ

います。各校において校長のリーダーシップのもと、教職員の同僚性を発揮し合い、

組織的な運営を行うとともに、協働的な職場風土づくりを目指した研修の充実を図っ

てまいりたいというふうに考えております。 

  最後、第４項目めでございます。３５人学級への取り組みについてでございます。 

  現在、教職員の定数配置につきましては、広島県公立小中学校定数配当基準に基づ

き県から配当をされております。広島県では小学校１、２学年において３５人学級と

なっております。正確には３５人以下学級ということでございます。府中町の現状で

申しますと、３５人を超えている学級は、小学校５校の通常学級８７学級ございます

けれども、そのうちの１６学級、１８％でございます。また、中学校の２校の通常学

級３４学級中、２２学級の６５％となっております。中学校の場合随分多いなという

ふうにも思うわけですけれども、大体平均で言うと１学級、３６．４人程度というこ

とになります。 

  町として３５人学級に取り組むということは、いろんなさまざまな影響を考えてい

かなければならないというふうに考えております。町独自で教員を雇用していくとい

うことになるわけですから、その人件費のみならず、どうやって採用試験をどうする

のか。それから、職員の研修をどういうふうに町として持っていくのか、こういった

ような内容全てを町が単独で行っていくということに、まずはそういうことを考えて

いかなければならないかなというふうに思っております。 

  また、国、県の状況等で新たな制度が導入をされてきたりした場合の町採用の教員

の身分というか、このあたりも随分やっぱり動きが出てくると、教員を目指して町の

教員としてエントリーをしたいというふうに思ったのが、そこでの職場がなくなって

いくといったような可能性も出てきます。そういったようなことを総合的にやはり考

えていかなければならない問題かなというふうに思っております。そういう意味では、

現在の状況の中では県の加配の制度でありますとか、そういったさまざまな制度を活

用しながら進めていく必要が今のところいいのではないかなというふうに私では考え

ております。 

  しかしながら、教職員定数の改善につきましては、やはり３５人学級というのは大
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きな効果もあるということも言えるというふうにも思いますので、県教育長会である

とか、全国の町村教育長会、また都市教育長会、こういったところと一体となって、

あらゆる機会を通じて国、県に要望を図っていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○副議長（益田芳子君） ２回目の質問はございますか。 

  ７番二見議員。 

○７番（二見伸吾君） ぜひ研修の精選と改善という点で努力をお願いをしたいと思い

ます。 

  ２回目の質問ですけれども、生徒指導規程について質問いたします。 

  再発防止策に関連して、生徒指導規程に、第三者委員会の答申は、生徒指導に係る

教育的姿勢の問題を取り上げ、生徒指導においても荒れの克服にとらわれる余り、強

権的、抑圧的な指導に陥っていたこと、問題行動があると、形だけの指導や叱責、罰

則で対応し、児童・生徒の人間性を信じること、児童・生徒及び保護者の理解を得る

こと、児童・生徒との家庭や学校とのきずなを強めることが軽視されていたことなど

が指摘をされております。広島県教委の提言を受けての取り組みという文書でも、暴

力行為の発生件数を減少させることに重点を置く余り、ルールを守らせる指導を徹底

しないと学校が崩れてしまうといった意識が強くあったために、一人一人の生徒の心

を育て、生徒の心に寄り添い、将来社会において自己実現できるような指導、支援を

行うという視点が欠落していたというふうに述べております。このような強権的、抑

圧的な指導、生徒の心に寄り添わない指導はなぜまかり通ったんでしょうか。 

  県教委が２００９年に市町教委に通知を出してつくられた生徒指導規程というもの

があります。県教委の資料、ここに持ってきてますけれども、児童・生徒の規範意識

を醸成するための生徒指導体制のあり方についてという文書が、２００９年、平成

２１年１０月に出されました。この中で生徒指導規程とは、問題行動を起こした児

童・生徒には毅然とした対応を行うために、指導項目や指導方法を明確にするもの、

すなわちマニュアルなんですね。緑ケ丘中学校と府中中学校の生徒指導規程、いただ

きましたけれども、内容は大体同じです。 

  例えば、府中中学校の授業規律違反、徘回や授業妨害、暴言、そういうことがあっ

た場合には、１回目は放課後指導で事実確認及び説諭、反省文記入、そして保護者連

絡となっています。２回目になりますと、事実確認及び説諭、反省文記入の後に別室



- 35 - 

指導、生徒、保護者、担任、学年主任の４者面談になります。３回目、４回目以降と

回を重ねるごとにバージョンアップいたしまして、４者面談は５者面談、６者面談、

別室指導も反省文に課題学習をベースにし、前日の授業内容の学習、道徳学習という

ふうに次々ランクアップしていきます。日数も１日から最高１０日まで、場所も、最

初は学年室だけども、最後は特別指導室送りになると、こういうパターンがつくられ

ているわけです。 

  ですから、このような生徒指導規程が冒頭に書かれていますけども、本校の教育目

標を達成するためのものだというふうに書かれているわけですから、真面目な先生で

あればあるほど、この生徒指導規程に従って、すなわちマニュアルどおりに型どおり

に生徒を指導していくことになる。これに当てはめて指導していくわけですね。この

指導規程こそが、形だけの指導や叱責、罰則で対応し、児童・生徒の人間性を信じる

こと、児童・生徒及び保護者の理解を得ること、児童・生徒の家庭や学校とのきずな

を強めることを軽視する原因になっている、いうふうに私は考えます。 

  このような生徒指導規程をそのままにしておいて、生徒の心に寄り添い、一人一人

の生徒の心を育てることはできないのではないでしょうか。生徒指導規程の大幅な見

直しが必要だと考えますが、見直すおつもりはあるでしょうか。見解をお伺いいたし

ます。 

○副議長（益田芳子君） 答弁。 

  学校教育課長。 

○学校教育課長（中坊京子君） 生徒指導規程の見直しを図るつもりがあるかというこ

との御質問であったと思います。 

  まず、生徒指導というのは、一人一人の児童・生徒の人格を尊重し、個性の伸長を

図りながら、社会的資質や行動力を高めることを目指して行われる教育活動のことで

ございます。それぞれ生徒一人一人の人格のよりよい発達を目指しております。 

  そういった中で、学校という集団生活の場において、守るべき、誰もが安心、安全

に過ごせるように守るべきルールと規範意識を高めていくという取り組みも行ってお

ります。先ほどおっしゃった生徒指導規程が各学校、本校の教育目標を達成するため

のものだというふうに書かれているということは、教育委員会も把握しておりますが、

こちらは年度当初に生徒及び保護者には、各学校こういったもので学校の取り組みを

進めているのだということは説明をしているということも把握しております。 
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  そういった中でありますが、問題行動等が発生した場合の生徒が立ち直りのための

指導のあり方として、こういった生徒指導規程を定めているわけでございますけれど

も、定めてしまったらそのとおり行わねばならないという指導者の意識が高まるとい

うこともあると考えられますけれども、それが形だけのものになってはならないとい

うことは明らかでございます。確かにおっしゃるとおり、規定のための規定になって

はなりません。ということは、おっしゃるとおりだというふうに考えております。 

  今回の答申を受けまして、生徒指導の基本理念、この再確認をするという必要があ

るというのはこちらも考えておりますが、それとともに、生徒指導規程の見直しを検

討しなければならないということは、既に教育委員会としても考えておることでござ

います。具体的には、３学期に町主催の生徒指導の担当者会議、これはもうもともと

予定されているものでございますが、そちらの中では、必ずこの生徒指導規程の見直

しということについては検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○副議長（益田芳子君） ３回目の質問ございますか。 

  ７番二見議員。 

○７番（二見伸吾君） ぜひ見直しを検討されてるということですので、冒頭おっしゃ

られた人格を尊重するということを最大限図っていただいて、その方向で見直しをお

願いをしたいと思います。 

  最後の質問ですけども、町長にお伺いいたします。スクールソーシャルワーカーを

町で独自で配置することや、３５人学級、これすることは教育委員会が決められるこ

とだと思いますけれども、決めた場合というか、よく相談をしていただいて、財政的

な支援、町としてしていただけますでしょうか、決められた場合ですね。再発防止の

思いを含めてお尋ねをし、私の最後の質問といたします。 

○副議長（益田芳子君） 答弁。 

  町長 

○町長（佐藤信治君） 先般から御答弁申し上げておりますが、町の教育行政は教育委

員会が職務権限があるわけです。十分承知されて御質問いただいてるんだと思います

けど。その中で、先ほど教育長のほうからの答弁の内容でございますので、現時点で

はそのように進めていくというふうに、町として進めていくというふうに理解をして

おります。 
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  この本件にかかわらず、教育委員会のほうが町で予算が必要な、あるいは費用が必

要な事業の展開ということに、町教育委員会として町の教育行政を前へ進めるために

そういうことがあれば、十分意見を聞いて、教育委員会と聞いて、できるだけ府中町

のベクトルの範囲、これに沿った形のものについては十分配慮してまいりたいという

ふうに思ってます。 

○副議長（益田芳子君） 以上で、第５項、子どもが安心して過ごせる環境づくりにつ

いて、７番二見議員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（益田芳子君） ここで休憩をいたします。再開は１３時からといたします。

休憩。  

（休憩 午前１１時４４分） 

 

（再開 午後 １時００分） 

○副議長（益田芳子君） 休憩中の議会を再開します。  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（益田芳子君） 続いて、厚生関係、第６項、高齢者にやさしいまちづくりに

ついて、１２番西議員の質問を行います。  

  １２番西議員。  

○１２番（西 友幸君） 高齢者にやさしいまちづくりについてということで質問させ

ていただきます。  

  昨今の高齢化社会において、介護施設は高齢者やその家族にとって不安や負の軽減

のために大変よりどころとなる施設であります。  

  しかしながら、昨今、国でも大きく取り上げられていますが、施設運営における介

護従事者の不足は、将来の高齢化社会への対応に大きな不安も生じ、さまざまな検討

が進められています。事業者としても同様にさまざまな努力がなされていますが、本

町においては広島市と実質的には、回りを広島市が囲んでおるということですね、同

一都市圏であるにもかかわらず、介護報酬の地域区分が１０％と６％という、今府中

町は６等級なんです。かなりこれについて金額が違います。これは和多利町長のとき

の話を今の町長にもされてると思うんですが、これが５等級、６等級は課長で判断さ

れておったという現実があるんですよ。それは議員とか町長とか、ある程度部長とか、
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そういったところで判断がなされるのが私は筋ではないかと思っておりますが、この

点と、府中町として一定の助成金は２，０００万円出しとるんですけど、これもはっ

きりした内容の説明しとらんのですね、議員に対して、２，０００万円出した根拠に

ついてですね。それで、同一地域の区分であるべきと私は思ってるんですが、事業者

と介護従事者の福利面を初めとする待遇の向上による人手不足の解消の一助となると

思うが、今後の対応について、町長の見解を伺います。今ちょっと係争中と伺ってま

すので、なかなか難しいとは思いますが、できる範囲のことで町長にお願いします。  

○副議長（益田芳子君） 答弁。  

  町長。  

○町長（佐藤信治君） １２番西議員の高齢者に優しいまちづくりについて、御答弁申

し上げます。  

  冒頭、本件の御質問の内容で係争ということはございませんので、一応前もって申

し上げます。  

  現在、府中町の高齢化率は他の自治体と同様、年々上昇しておりまして、介護保険

事業、高齢者福祉事業の重要性は高まるものと認識をしております。私の３つの宣言

では、広島都市圏で一番の子育てしやすいまち、志を育む教育のまちと話題にしてい

ただいておるわけでございますが、宣言３において、バランスのとれた行政施策の展

開として、健康づくり、高齢者を支える保健、医療、福祉の増進を掲げておるのであ

りまして、高齢者に優しいまちづくりをしっかり取り組んでまいりたいというふうに

思っております。  

  御質問の介護保険の地域区分についてでございますが、介護サービスの提供に係る

介護報酬の地域区分は、報酬単価に含む人件費に地域差を加味させるものでありまし

て、平成２７年度から２９年度までの事業期間においては、府中町は６級地、６％、

広島市が全域で５級地、１０％と定められております。これは人件費に対する上乗せ

割合でございますので、提供サービスの種類によって人件費割合が違いますが、同じ

サービスを提供するなら、介護事業者は府中町に所在する事業所と比較して、広島市

に所在する事業所のほうが地域区分の率だけ高い介護報酬を得ることかできると。逆

に言えば、府中町に事業所を有する介護事業者にとっては、広島市に事業所を有する

場合より、介護報酬が低く、経営上不利になるのでありまして、人件費部分でありま

すことから、従業員の処遇や人材確保の面で不利になるということが言えます。  
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  議員から、広島市と府中町は同一都市圏であるので、同一の地域区分であるべきで

はないかという御指摘でございますが、私どもも同様の認識に立っております。  

  介護報酬の地域区分は、国家公務員及び地方公務員の給与のルールに準じて設定さ

れており、平成２７年度から公務員の地域区分が見直されたことにより、介護報酬の

地域区分も見直しが行われたものであります。平成２６年度までは、公務員の地域区

分は、府中町が３％、広島市が１０％、介護報酬の地域区分は、府中町６％、広島市

６％でありました。  

  このように、公務員給与では、府中町と広島市では格差がございましたが、介護報

酬は、両市町は同じ率でありまして、同一の経済圏域を考慮したものというふうに考

えられます。厚生労働省関係の他の保育単価、あるいは障害サービスにおいても同等

の措置がとられております。  

  今般、２７年度からということですので、２６年度でございますが、地域区分の見

直しに際し、国から意見照会がございまして、本町の回答は６％とすることに意見な

しといたしておりました。この回答に沿って厚生労働省において、さきに述べた地域

区分、府中町６％、広島市１０％に決定したという経緯でございます。  

  当時、本町の判断といたしましては、１つとしては、地域区分６％、２６年度まで

と同じ６％に変更がなかった。２つ目として、本町の職員に適用される地域区分６％

と同じであった。３点目には、地域区分が１０％になることによる保険料の引き上げ

率をできるだけ抑制したかった。介護報酬の総額がふえますと、その一定割合で保険

料も上がってきます。そういったことの思いがあったということでございます。  

  しかしながら、府中町在住の介護事業者と広島市所在の事業所に対する介護報酬に

格差が生まれることによって、府中町の介護事業所、介護従事者の人材確保に困難が

生じ、ひいては府中町の介護保険被保険者への介護サービスが円滑に提供できなくな

る可能性がある。公務員の地域手当と同率であるものの、介護、保育、障害サービス

の分野においては、従前から同一経済圏であることを考慮し、府中町と広島市とは同

一の地域区分であったことが今日までの意義でございます。これらに対する視点が欠

いており、今般の地域区分の見直しにおける国の照会に対する本町の判断は誤りがあ

ったわけではございませんが、介護保険制度全般にわたる諸問題を俯瞰して行ったか

という点におきましては、不十分であったというふうに認識をしております。  

  こうした現状を踏まえた今後の対応につきましては、１つとして、国に対し府中町
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の介護報酬における地域区分を広島市と同等の１０％とするよう要望し、実現に向け

て努力をいたします。平成２９年度までの間は制度上、現在の率を動かしようがあり

ませんので、平成３０年度に向けて最大限の努力をしてまいりたいというふうに考え

ております。  

  ２つ目といたしまして、これは既に、議員のほうも御指摘がありましたが、これは

既に平成２７年度から補正予算でお認めをいただき実施している補助金制度でありま

す。平成２７年度から平成２９年度までの３年間は本町の介護サービスを円滑に実施

するため、府中町内の介護事業所に対して、人材確保策として、事業者の実施する介

護従事者の処遇改善に対し、町単独事業の補助金制度、府中町介護従事者処遇改善臨

時特例事業を創設をいたしました。事業費は年間２，０００万円を限度、３年間で

６，０００万円としておりまして、平成２７年度の決算額は１，８６５万円でありま

す。  

  ３点目といたしまして、本件事案だけではありませんが、町行政の諸課題において、

事案を多角的に検討し、最適解を得るよう、今後とも努めてまいりたいというふうに

考えておりますので、よろしくお願いをいたします。  

  それと、御質問の中に、この厚労省からの照会についての回答が課長専決であった

のは問題であったんじゃないかということが触れられました。今申し上げましたよう

に、照会に対する回答は、実際定例的な照会、回答の事務じゃございませんので、課

長どまりで専決したというのは行政運営上適切ではなかったというふうには思います

が、本件につきましては、そういった照会を受けて、回答を受けて、この介護保険事

業計画の中に事業計画を立てて、それは町長までですね、説明を担当のほうからして

おります。当時、私も副町長でございましたので、そういう話は聞いておりましたが、

介護保険料の抑制に重点を置いたために、本町と広島市の介護給付に格差が生じ、そ

の結果、町域の事業所において、介護従事者の人材確保について困難が生じる可能性

については、十分な検討がされなかったと、結果的にはそのように反省をしている部

分がございます。  

  したがって、本件この３％というのは違法でもありません。誤りでもありません。

ただ、最適解かどうかということについては、本町における介護保険事業を円滑に進

めるという観点からは不十分な点があったというふうな認識をしております。そのた

めの対応策については、今申し上げました３点で、３点をしっかり取り組んでまいり
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たいというふうに思いますので、御理解のほどよろしくお願いします。  

○副議長（益田芳子君） ２回目の質問ございますか。  

○１２番（西 友幸君） ないです。  

○副議長（益田芳子君） 以上で、第６項、高齢者にやさしいまちづくりについて、

１２番西議員の質問を終わります。  

  続いて、厚生関係、第７項、町有財産の売り払い、貸付について、１２番西議員の

質問を行います。  

  １２番西議員。  

○１２番（西 友幸君） 町有財産のことについて、売り払いと貸付があるんですが、

このことについてお伺いしたいと思います。  

  町有財産の売り払い、貸付について、町として基本的な姿勢を伺います。例えば社

会福祉法人への対応、無償貸し付けを基本とするのか、売り払いを進めていくのか、

あるいは一部有償等で貸すような基準で対応されていくのか、町長の見解を伺います。  

  そして、ＦＩＧに対して監査委員が本年度、監査委員の報告書を出しとってんです。

それについて、ある幼稚園のことなんですが、これ、わし手に入れとるんですけど、

貸付要綱もこの監査委員の言われたことも実質持っていますが、そこがだめになるん

ですが、５ページの３０年を超えて貸し付けられていることに対して借地借家法が適

用されると、わし何回読み返しても書いてあるんです。それで、町が貸し付けしとる

のは、多分無償貸し付けがほとんどだと思います、幼稚園なんかでも。それで借地借

家法が適用に本当になるのかどうか。私は町有財産について借地借家法なんかあれへ

んと、現実には。使用貸借で一時使用でございます。これに対して借地借家法がある

んなら、もし万が一それ返してもらうときは賠償せないけんのです、町は。そんなこ

と自体あるわけないですよ。こういうのが平気で言われとるということがあるんです

よ。そこら辺も、その幼稚園に対して最初１０年の貸し付けやって、５年、５年で、

あたかも３０年で貸し付けしとると、そのように書いてあるんです。何を言いよるん

か全く私には理解ができないですよ。いうことで、町長、御返答お願いします。  

○副議長（益田芳子君） 答弁。  

  町長。  

○町長（佐藤信治君） 先ほどの介護報酬の答弁の際に、どこで私勘違いしたのか、

３％という表現を使ったくだりがあったということでございまして、現在は地域区分
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が府中町６％、広島市１０％、それから２６年度までは府中町６％、広島市も６％と

いうことでございましたので、一部どこか間違った％で表現したということがあった

ようでございますので、訂正をしておわび申し上げます。  

  それでは、１２番西議員の町有財産の売り払い、貸付について御答弁申し上げます。  

  ただ、本定例会に先立つ各常任委員会におきまして、町長報告で御報告いたしまし

たように、本件事案に係る係争事件がございます。したがいまして、質問主旨にあり

ます、町としての町有財産の売り払い、貸付についての基本的な姿勢（基準）につい

て御答弁申し上げまして、個別、具体の事案に触れることは避けさせていただきます

ので、冒頭御了承いただきたいというふうに思います。  

  御承知のように、地方公共団体の財産は公有財産、物品及び債権、並びに基金が町

有財産でございます。町の財産でございます。御質問の財産とは公有財産で、それも

不動産についてであろうと思います。この不動産を含む公有財産は、公用または公共

用に供し、または供することを決定しているものを行政財産というふうに申し上げて

います。それ以外を普通財産ということになっております。  

  行政財産は、地方自治法に掲げた例外事項を除きまして、貸し付け、交換、売り払

い、譲与などすることは禁止をされておりますので、御質問の町有財産は、普通財産

を示しているかと理解をしておりまして、以下、普通財産についての売り払い、貸し

付けについての町の基本的な姿勢について御答弁申し上げたいと思います。  

  まず、当然のことではございますが、町の財産管理事務は、法令に基づいて行われ

なければなりません。地方自治法第２３７条の規定でありますが、普通財産は条例ま

たは議会の議決による場合でなければ、これを交換し、出資の目的とし、もしくは支

払い手段として使用し、または適正な対価なくしてこれを譲渡し、もしくは貸し付け

てはならないとあります。御質問の売り払い、貸し付けに絞って申し上げますと、こ

の規定は次の２つのことが言えます。  

  １点は、普通財産は適正な対価であれば売り払い、貸し付けすることについて自治

法上の制約はございません。  

  ２点目として、適正な対価でない普通財産の売り払い、貸し付けは、言いかえれば、

普通財産の譲与、無償で渡すということですね、譲与または減額譲渡、適正な価格よ

り下げて売るということですね、または譲渡、それから無償または減額貸し付けにつ

いては、議会議決か条例の定めに従わなければならないということでございます。議
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会議決につきましては、譲与、減額譲渡、無償または減額貸し付けは、地方公共団体

の寄附または補助に該当しますので、あくまで公益上必要がある場合に限られますが、

最終的な判断は議会に委ねられてるということは言うまでもございません。  

  また、ここで言う条例というのは、府中町では、財産の交換、譲与、無償貸付等に

関する条例がありまして、この条例の規定に適合している場合には議会議決を要さず、

譲与または減額譲渡、無償貸し付けまたは減額貸し付けができることとなります。  

  なお、今できるというふうに申し上げましたが、まさにできる規定がありまして、

この条例に適合すれば、譲与または減額譲渡、無償貸し付けまたは減額貸し付けでな

ければならないという意味ではございません。本条例の規定の要件は、制限列挙とな

っておりまして、幾つかのケースを想定した条文となっております。  

  御質問は、社会福祉法人への普通財産の売り払い、貸し付けについて例示をされて

おりますので、社会福祉法人に絞って、それも一般的なケースについて御説明をいた

します。  

  まず、売り払いでございます。本条例では、譲与または減額譲渡できるのは他の地

方公共団体、その他公共団体に譲渡する場合に限りますので、社会福祉法人は該当せ

ず、社会福祉法人に普通財産を譲与または減額譲渡することはできません。  

  次に、無償貸し付けまたは減額貸し付けについてでございますが、他の地方公共団

体、その他公共団体、または公共的団体において、公用もしくは公共用、または公益

事業の用に供するときというのでありまして、社会福祉法人は公共的団体に該当し、

かつ社会福祉法人の行う児童福祉や高齢者福祉の各事業は、公共用の事業でございま

すので、社会福祉法人への無償貸し付け、または減額貸し付けを行うことは適法に行

うことができるということでございます。  

  したがいまして、まとめますと、普通財産には社会福祉法人に売り払うのは適正価

格でなければできない。これが１点。２点目は、貸し付けについて、適正価格によっ

て貸し付けすることについては制約はないが、無償または減額貸し付けは公共用に供

する場合に限り、議会議決を要さずできるということでございます。  

  次に、事案ごとに留意すべき点、そして町が定めておる指針基準について御説明い

たします。  

  まず、留意すべき点といたしましては、適正価格で売り払う場合は、その普通財産

が町の全く使用用途がない不要物件、売り払い物件であるときはさておきまして、本
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件課題は公共用ということでございますので、何らかの公共的な用途として売り払う

場合は、その一定期間その公共的な用途として利用することの担保を持ち合わせてな

ければいけないということでございます。売ったはいいけど、すぐに転売されて別の

用途に使われる、そういった売り払いは好ましくない。やはり担保をとっておくとい

うことでございます。  

  貸し付けに際しましては、減額を含む有償貸し付けは借地借家法の適用があり、無

償貸し付けの場合は借地借家法の適用はございません。そういうことを念頭に入れて

事務を進めるということです。  

  また、町の内部規定として、普通財産（不動産）貸付事務処理要領がございます。

これは条例ではありません、要領ですから内部で決めてるということです。これには

貸し付け基準、貸付料の額の算定、貸付期間などが定められております。  

  また、貸し付け用途が社会福祉施設用地等の場合は、府中町民間社会福祉施設整備

用地等貸付要綱がございまして、貸し付けの対象としましては、１つとしては、社会

福祉法人の設置する者、２つ目、当該用地の地域に同種の社会福祉施設がないか、あ

っても収容能力が不足していること、３点目、貸し付けによって社会福祉施設を新設、

増築または増改築する場合は、町が当該地域に同種の社会福祉施設を整備する必要が

なくなり、または整備をする必要度が軽減されるということが要件として規定されて

おります。  

  以上が御質問に沿いました事案の法令上の規定、また町が内部規律として設けてい

る基準でありまして、これが基本姿勢ということでございます。そして、これらに沿

って適正対価で譲渡、貸し付けするか、あるいは無償または減額貸し付けを行うかど

うかは、事案ごとに個別、具体に即して検討し、処理いたしているところでございま

す。  

  また、個別、具体の検討、判断に当たりましては、今後一層の事務執行過程の透明

化や客観性の確保に努めてまいりたいと考えておりますので、御理解のほどよろしく

お願いいたします。  

  以上です。  

○副議長（益田芳子君） ２回目の質問はございますか。  

  １２番西議員。  

○１２番（西 友幸君） 本物件については、一応借地借家法の適用は受けないという
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ことで理解してよろしいですか。先ほど言われたように、借地借家法の適用は受けな

いと理解してよろしいですか。使用貸借に対して借地借家法が適用になるんかどうか

いう質問もしましたが、それはどうですかということを聞いとるんですが。  

○副議長（益田芳子君） 答弁。  

  町長。  

○町長（佐藤信治君） 私のほうで答弁しましたのは、減額を含む、貸し付けの場合で

すね、減額を含む有償貸し付けは借地借家法の適用があり、無償貸し付けの場合は借

地借家法の適用はありません。こういうことを念頭に事務をしているということを御

答弁させていただきました。  

○副議長（益田芳子君） ３回目の質問ございますか。  

  １２番西議員。  

○１２番（西 友幸君） 無償ですので、借地借家法の適用はないと理解させていただ

いてよろしいですね。それと、無償貸し付けいうのは聞いとるからね、ちゃんと。  

  それと、きょう二見議員も教育委員会に対していろいろ御注文をつけられましたが、

私は今回いろんな部署において、人材、議員のほうもいろいろ間違ったことをいっぱ

いやっとると私は思っとるんですよ。だから、議員の権能も高めていかないけんのに

ね、私はそこら全くおかしいと思います。余り知識を持たないのが皆そういう立場に

ついとるがね、私はかなり疑問を覚えてます。これ私の意見として言っておきます。  

○副議長（益田芳子君） 以上で、第７項、町有財産の売り払い、貸付について、

１２番西議員の質問を終わります。  

  以上で、厚生関係の質問全部を終わります。  

  続いて、建設関係の質問を行います。  

  建設関係、第１項、災害に強いまちづくりをについて、１１番林議員の質問を行い

ます。  

  １１番林議員。  

○１１番（林  拡君） 林です。よろしくお願いいたします。質問事項、災害に強い

まちづくりを。  

  日本はまさしく「災害列島」と言われるぐらい近年地震や土石流災害、火山爆発、

ゲリラ豪雨など頻繁に起きています。国土交通省が２０１４年１０月に、日本人口の

７３％、９，０００万人以上が災害リスクの高い地域に集中していると発表しました。
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日本は世界の中でも最も災害リスクの高い国と言っても過言ではありません。その中

でも広島県は危険箇所が日本一多いと言われています。  

  ２０１４年８月２０日に広島市安佐南区、安佐北区に土石流災害が起きました。こ

とし１０月２１日には鳥取県中部を震源とするマグニチュード６．６の大地震があり、

広島でも震度４程度の揺れが来ました。  

  御存じのように、西日本の太平洋岸にはフィリピン海プレートが日本列島の下に沈

み込む南海トラフが存在します。この南海トラフ沿いの巨大地震は１００年程度の間

隔 で 繰 り 返 さ れ て お り 、 古 文 書 な ど に も 詳 し い 記 録 が あ り ま す 。 南 海 地 震

（１９４４年）、東南海地震（１９４６年）から７０年程度経過しているため、南海

トラフ地震の切迫性は東日本大震災が起きる前から指摘され、いつ起きてもおかしく

ない状況です。自然災害が起きてもそれを大災害にしないため、町一丸となって防災

力を高め、災害に強い町をつくる必要があります。以下、５項目について質問します

ので、よろしくお願いいたします。  

  １つ目、個人住宅の耐震診断・補強工事に補助を出すべきではないかという質問で

す。  

  既に、お隣の海田町では木造住宅耐震診断・耐震改修補助事業として、平成１９年

度から実施されています。平成２４年度の実績がホームページに出ておりましたので、

御紹介しますと、耐震診断補助金２件、耐震改修補助事業補助金５件、合わせて約

２３５万円の事業をしております。府中町でも早急に実施に向けて検討をお願いした

いと思いますが、いかがでしょうか。  

  ２つ目は、府中町内で小規模崩壊地復旧事業に該当する箇所はあるのでしょうか。

また、危険箇所は何カ所ありますか。  

  三原市の事業内容は次のようになっています。県費補助事業による人家裏等の小規

模な荒廃林地の復旧、または荒廃のおそれのある林地の予防、なお事業の１５％の分

担金が必要とあります。  

  府中町の住宅の裏山などで土砂崩れをしていなくても、そのおそれがある箇所はか

なりあるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。府中町の対策はどうのよう

になっていますか。  

  ３つ目は、公共施設、幼稚園、公民館など、耐震化計画はどのようになっているか

ということです。  
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  既に学校や第二ひかり保育園以外の保育所については耐震化工事が済んでいると聞

いておりますが、残る公共施設についての今後の計画をお聞きします。  

  ４つ目は、災害時の毛布・食料品など、管理、調達についてお尋ねいたします。  

  あわせてトイレの問題はどこでも大変重要になっています。避難者はどうしてもト

イレを我慢する状況が出てきて、病気の発症にもつながります。簡易トイレを十分に

用意することは大切な問題と考えますが、いかがでしょうか。  

  ５つ目は、高齢者や障害者、住民の安全な避難など、地域の防災対策についてお尋

ねいたします。  

  災害時に自力で避難できず、支援を必要とする人については事前に調査し、いざと

いうときの避難をどうするのか確認しておく必要があると思います。町内会単位でつ

くられている自主防災組織の役割も重要と考えます。災害時要支援者避難支援制度が

あるようですが、取り組みはどのようになっていますか、お聞きします。  

  以上、５つ質問です。よろしくお願いいたします。  

○副議長（益田芳子君） 答弁。  

  建設部長。  

○建設部長（梶川幸正君） １１番林議員の災害に強いまちづくりを、につきまして御

答弁をさせていただきます。  

  まず御質問につきまして、一部生活環境部の所管となりますが、一括して建設部の

ほうで御答弁をさせていただきます。  

  最初に、御質問１の個人住宅の耐震診断・補強工事に補助を出すべきではないかに

関しましては、第４次総合計画の実施５カ年計画に計上している平成２９年度から行

う予定の住環境改善事業で、診断に対する補助と改修に対する補助を見込んでおりま

す。  

  診断に対する補助では、町内の旧耐震住宅を耐震診断する場合の診断費用の一部の

補助、改修に対する補助では、同様に、町内の旧耐震住宅を耐震性を確保するために

行う改築、修繕事業の一部の補助、それぞれについて補助制度の制度設計に向けて現

在進めているところでございます。  

  次に、御質問２の府中町内の小規模崩壊地復旧事業に該当する箇所はあるのか、ま

たそれは何カ所あるのかにつきましては、御承知のとおり、この事業は市町が主体と

なり、県から事業採択を受け、人家裏等の小規模な荒廃林地の復旧、または荒廃のお
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それのある林地の予防を行う事業でございます。採択基準といたしましては、地域防

災計画に記載された箇所であり、１施工箇所の事業費が２０万円以上のものが対象と

なっております。  

  なお、当事業につきましては、優先採択基準というものがございます。要望箇所の

保全対象と人家が２戸以上、あるいは主要公共施設と人家があり、かつ１施工箇所の

事業費が１００万円以上のものが優先採択の対象となっております。県に確認いたし

ましたところ、この優先採択基準を満たしているものが近年では採択されている傾向

となっております。  

  御質問の当町における小規模崩壊地復旧事業に該当する箇所につきましては、当町

の地域防災計画には急傾斜地崩壊危険箇所などとして５５カ所、山地災害危険箇所と

して２５カ所が記載されております。これらの箇所が小規模崩壊地復旧事業に該当す

る可能性のある箇所と認識をいたしております。  

  次に、御質問３の公共施設の耐震化計画はどのようになっているかについてでござ

いますが、府中町耐震改修促進計画を平成２２年に作成しておりますが、昨年度、広

島県耐震促進計画の第２期計画が策定され、内容の一部が見直されておりますので、

府中町でもその内容に沿った形で今年度見直しを行っているところでございます。  

  本計画は、具体的な個別施設の行動計画を立てているものではございませんが、災

害時の対応を想定して、優先的に整備すべき公共建築物を示しており、学校施設のほ

か、御質問にもございます公民館も挙げられております。  

  本計画では、位置づけられている施設につきましては、他省庁の国庫補助財源を充

当できる事業を除き、改修費用に国土交通省の国庫補助財源が活用できるものとして

おり、町の実施５カ年計画に計上しています事業を例とすると、府中公民館の改修事

業が該当します。今後も予算、財源面での検討を行った上で、町の実施計画にて位置

づけて、順次施設改修を進めていくものとさせていただいております。  

  次に、御質問４の災害時の毛布、食糧などの管理、調達はどのようになっているの

かについてでございますが、町では平成２４年から災害時用の食糧など、備蓄を初め、

毎年計画的に購入をしております。１１月末現在での備蓄の状況は、毛布６４５枚、

アルファ化米５，７００食、飲料水ペットボトル５，７６０本で、防災備蓄倉庫にて

保管、管理をしているところでございます。  

  さらに計画的に備蓄を行っていますが、大規模災害に被災された住民の方にこれら
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の備蓄で賄い切れないことが予測されますので、民間企業と災害協定を締結し、優先

的に食糧、飲料水、生活物資など提供を受け、災害時における物資の調達に備えてい

るところでございます。  

  先ほどトイレの御質問もございましたが、府中町においては、各小学校区とかいう

ところにマンホールトイレを順次整備をする計画としております。現在、中央小学校

に１カ所設置をしているところでございます。  

  次に、御質問５の高齢者や障害者の安全な避難など、地域の防災対策はどのように

なっているかについてでございますが、平成２３年東日本大震災では多くの高齢者や

障害者の方が犠牲となられました。こういった災害弱者と言われる方について、災害

対策基本法の一部改正により避難行動要支援者という名称となり、名簿の作成が義務

化されました。町では１１月に名簿登載の意思確認の通知を実施し、名簿作成を進め

ております。さらに、自主防災組織等と情報を共有して支援できるように、個人ごと

の計画を作成する予定でございます。  

  また、避難所においても、一般用の避難所では高齢者や障害者の方では避難所生活

を送ることが困難であることから、福祉避難所の整備が求められており、府中町ふれ

あい福祉センター、なないろ作業所、福寿館の３つの福祉避難所に加えて、民間の福

祉施設と福祉避難所の設置運営に関する協定を締結し、さらなる福祉避難所の受け入

れ体制の強化を図っております。  

  今後は災害時における高齢者や障害者などの１人で避難することが困難な方々への

支援は、自主防災組織、災害ボランティア、民生委員、児童委員など、身近な地域コ

ミュニティー団体と援助、協力、連携を密にして、地域防災力の向上を進めてまいり

ます。  

  以上、答弁とさせていただきます。よろしくお願いいたします。  

○副議長（益田芳子君） ２回目の質問ございますか。  

  １１番林議員。  

○１１番（林  拡君） どうもありがとうございました。海田の耐震診断・補強工事

の補助の問題で、余り言ってくる人が少なかったんですけれども、こういうことを言

っております。町民の生命及び財産に直接かかわる事業であるため、住民のニーズ多

少にかかわらず、何時でも利用可能な制度として確保する意義は大きいと出ておりま

す。２９年度から新しくこの耐震診断・補強工事の補助を入れるということで、これ
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に沿ってぜひ続けていってもらいたいと思います。  

  もう一つは、適切な広報活動と出ております。そちらのほうも住民の皆さんに伝わ

るように、ぜひよろしくお願いいたします。  

  小規模崩壊地復旧事業についてお聞きしますが、私の調べたところでは、広島市が

個人負担の金額を１０％から２０％としております。福山市では２０％で、三原市で

は１５％なんですけども、この府中町での個人負担の割合はどのくらいになるのでし

ょうか。よろしくお願いいたします。  

○副議長（益田芳子君） 答弁。  

  環境課長。  

○環境課長（屋敷 学君） ただいまの質問にお答えさせていただきます。  

  小規模崩壊地復旧事業に対して、住民さんの負担が何％かということなんですけれ

ども、府中町では府中町災害復旧事業分担金徴収条例というのを作成しておりまして、

その中でこの事業については２５％ということにしております。  

  以上でございます。  

○副議長（益田芳子君） ３回目の質問ございますか。  

  １１番林議員。  

○１１番（林  拡君） ありがとうございます。もう一つ、この小規模崩壊地復旧事

業についてお聞きします。福山市ではさきの大雨で１８０カ所の崩壊地対象がありま

すが、実際、今２８カ所しかなされていないということです。県からの補助がおりな

いので、それ以上できないということです。しかし、三原市では市の負担を使って、

県からおりずにもまだどんどんこの事業を進めているということで、府中町はもしこ

ういう状態になったときにどうなされるのか、見解をお願いいたします。  

○副議長（益田芳子君） 答弁。  

  生活環境部長。  

○生活環境部長（坂本雅司君） 林議員の単費を入れてこの県の採択を待たずに事業を

しなさいという御趣旨だろうと思うんですが、今現在では、この県の制度を利用して

応分の負担割合で事業をするというのが妥当なものだというふうに考えております。  

  以上です。  

○副議長（益田芳子君） 以上で、第１項、災害に強いまちづくりをについて、１１番

林議員の質問を終わります。  
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  以上で、建設関係の質問を終わります。よって、日程第２、一般質問を終わります。  

  ここでお諮りいたします。  

  以上で、本日の日程は全て終了しました。  

  本日はこれをもって散会としたいと思いますが、御異議ございませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり）  

○副議長（益田芳子君） 御異議なしと認めます。よって、本日はこれをもって散会と

し、次回は１２月２０日午前９時３０分から会議を開きます。御苦労さまでした。  

（散会 午後１時４８分） 


